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(57)【要約】
　荷重下での吸液性と膨潤したゲル間の通液性の両方を
改善することができ、保管時のブロッキングや変色、臭
気の発生がない吸水性樹脂組成物を提供する。本発明は
、水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び／又は加水分解に
より水溶性ビニルモノマー（ａ１）となるビニルモノマ
ー（ａ２）並びに架橋剤（ｂ）を必須構成単位とする架
橋重合体（Ａ）と、数平均分子量が１００万以上である
カチオン性有機ポリマー（ｃ）とを含むか、または、ア
ミノ基（ａｍ）を有するカチオン性単量体及び／または
アミノ基（ａｍ）の塩を有するカチオン性単量体を必須
成分とする単量体組成物を重合してなるカチオン性基を
有するカチオン性有機ポリマー（Ｂ）とを含む、吸水性
樹脂組成物である。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び／又は加水分解により水溶性ビニルモノマー（ａ１
）となるビニルモノマー（ａ２）並びに架橋剤（ｂ）を必須構成単位とする架橋重合体（
Ａ）と数平均分子量が１００万以上であるカチオン性有機ポリマー（ｃ）とを含む吸水性
樹脂組成物。
【請求項２】
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）がアミノ基及び／又はアンモニオ基を有する請求項１に
記載の吸水性樹脂組成物。
【請求項３】
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）が、分子量が３０～３００である強酸の共役塩基である
アニオンとの塩である請求項１又は２に記載の吸水性樹脂組成物。
【請求項４】
　水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び／又は加水分解により水溶性ビニルモノマー（ａ１
）となるビニルモノマー（ａ２）並びに架橋剤（ｂ）を必須構成単位とする架橋重合体（
Ａ）と数平均分子量が１００万以上であるカチオン性有機ポリマー（ｃ）の油中分散体と
を混合する工程を含むことを特徴とする吸水性樹脂組成物の製造方法。
【請求項５】
　水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び／又は加水分解により水溶性ビニルモノマー（ａ１
）となるビニルモノマー（ａ２）並びに架橋剤（ｂ）を必須構成単位とする架橋重合体（
Ａ）と、－ＮＨ２基、－ＮＨ２基のモノアルキル（炭素数１～４）置換基及び－ＮＨ２基
のジアルキル（炭素数１～４）置換基からなる群から選ばれる少なくとも１種のアミノ基
（ａｍ）の塩であるカチオン性基を有するカチオン性有機ポリマー（Ｂ）とを含む吸水性
樹脂組成物であり、カチオン性有機ポリマー（Ｂ）が、前記アミノ基（ａｍ）を有するカ
チオン性単量体及び／または前記アミノ基（ａｍ）の塩を有するカチオン性単量体を必須
成分とする単量体組成物の重合体又はその塩であり、前記単量体組成物に含まれる前記カ
チオン性単量体の割合が単量体組成物に含まれる単量体の合計モル数に基づいて５０モル
％以上である吸水性樹脂組成物。
【請求項６】
　前記アミノ基（ａｍ）の塩が、前記アミノ基（ａｍ）と分子量が３０～３００でありｐ
Ｋａが１以下である強酸との塩である請求項５に記載の吸水性樹脂組成物。
【請求項７】
　前記カチオン性有機ポリマー（Ｂ）が、下記一般式（１）で表される構造単位を有する
請求項５又は６に記載の吸水性樹脂組成物。
【化１】

［式中、Ｒ１及びＲ２は水素原子または炭素数１～４のアルキル基であり、Ｒ３は水素原
子またはメチル基であり、Ｑは炭素数１～４のアルキレン基であり、Ｘは酸素原子または
イミノ基であり、Ｚ－はブレンステッド酸の共役塩基を表す。］
【請求項８】
　カチオン性有機ポリマー（Ｂ）の含有率が、架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマ
ー（Ｂ）の合計重量に基づいて０．０１～５重量％である請求項５～７のいずれかに記載
の吸水性樹脂組成物。
【請求項９】
　架橋重合体（Ａ）の表面が表面架橋剤（ｄ）により架橋された構造を有する請求項１～
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３、５～８のいずれかに記載の吸水性樹脂組成物。
【請求項１０】
　多価金属塩（ｅ）を含む請求項１～３、５～９のいずれかに記載の吸水性樹脂組成物。
【請求項１１】
　水不溶性無機粒子（ｆ）を含む請求項１～３、５～１０のいずれかに記載の吸水性樹脂
組成物。
【請求項１２】
　水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び／又は加水分解により水溶性ビニルモノマー（ａ１
）となるビニルモノマー（ａ２）並びに架橋剤（ｂ）を必須構成単位とする架橋重合体（
Ａ）と、カチオン性有機ポリマー（Ｂ′）の水溶液とを混合する工程を含むことを特徴と
する吸水性樹脂組成物の製造方法。
【請求項１３】
　カチオン性有機ポリマー（Ｂ′）は、－ＮＨ２基、－ＮＨ２基のモノアルキル（炭素数
１～４）置換基及び－ＮＨ２基のジアルキル（炭素数１～４）置換基からなる群から選ば
れる少なくとも１種のアミノ基（ａｍ）の塩であるカチオン性基を有し、前記カチオン性
有機ポリマー（Ｂ′）が前記アミノ基（ａｍ）を有するカチオン性単量体及び／または前
記アミノ基（ａｍ）の塩を有するカチオン性単量体を必須成分とする単量体組成物を重合
する工程を含む製造工程で製造してなり、前記単量体組成物に含まれる前記カチオン性単
量体の割合が単量体組成物に含まれる単量体の合計モル数に基づいて５０モル％以上であ
る、請求項１２記載の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は吸水性樹脂組成物及びその製造方法に関する。詳しくは、膨潤後のゲル間の通
液性の高い吸水性樹脂組成物及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、紙おむつ、生理用ナプキン、失禁パット等の衛生材料には、パルプ等の親水性繊
維とアクリル酸（塩）等とを主原料とする吸水性樹脂が吸収体として幅広く利用されてい
る。近年のＱＯＬ（ｑｕａｌｉｔｙ　ｏｆ　ｌｉｆｅ）向上の観点からこれら衛生材料は
より軽量かつ薄型のものへと需要が遷移しており、これに伴って親水性繊維の使用量低減
が望まれるようになってきた。そのため、これまで親水性繊維が担ってきた吸収体中での
液拡散性や初期吸収の役割を吸水性樹脂それ自体が果たすことを求められるようになり、
加重下での吸液性及び膨潤したゲル間の通液性の高い吸水性樹脂が必要とされてきた。
【０００３】
　膨潤したゲル間の通液性を向上させる手法として、吸水性樹脂表面に（１）シリカ及び
タルク等の無機化合物を添加することにより物理的なスペースを形成させる方法、（２）
変性シリコーン等の表面自由エネルギーの小さい疎水性高分子で表面処理することにより
、膨潤したゲル同士の合着を抑制してゲル間隙を形成させる方法及び（３）硫酸アルミニ
ウムや乳酸アルミニウム等を添加する方法が既に知られている（例えば、特許文献１、特
許文献２及び特許文献３参照）。しかしながら、これらの手法では、膨潤したゲル間の通
液性は十分満足のいくものではなかった。
【０００４】
　膨潤したゲル間の通液性を向上させる別の手法として、吸水性樹脂粒子表面をポリエチ
レンイミンやポリビニルアミン等の水溶性ポリアミン類でコーティングする手法が既に知
られている（例えば、特許文献４参照）。しかしながら、特許文献４に記載の手法では、
コーティングの際に樹脂粒子同士の合着が生じ、均一なコーティングを行うことができな
かった。そのため、膨潤したゲル間の通液性を十分に向上させることができないだけでな
く、保管時に吸湿によるブロッキングや変色が起こりやすく、不快な臭気が発生するとい
った問題があった。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１２－１６１７８８号公報
【特許文献２】特開２０１３－１３３３９９号公報
【特許文献３】特開２０１４－５１２４４０号公報
【特許文献４】特表２０１０－５０１６９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、充分な保水量を持ち、荷重下での吸液性と膨潤したゲル間の通液性の
両方を改善することができ、保管時のブロッキングや変色、臭気の発生がない吸水性樹脂
組成物を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　すなわち、第一の本発明は、水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び／又は加水分解により
水溶性ビニルモノマー（ａ１）となるビニルモノマー（ａ２）並びに架橋剤（ｂ）を必須
構成単位とする架橋重合体（Ａ）と数平均分子量が１００万以上であるカチオン性有機ポ
リマー（ｃ）とを含む吸水性樹脂組成物；及び
　水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び／又は加水分解により水溶性ビニルモノマー（ａ１
）となるビニルモノマー（ａ２）並びに架橋剤（ｂ）を必須構成単位とする架橋重合体（
Ａ）と数平均分子量が１００万以上であるカチオン性有機ポリマー（ｃ）の油中分散体と
を混合する工程を含むことを特徴とする吸水性樹脂組成物の製造方法である。
　第二の本発明は、水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び／又は加水分解により水溶性ビニ
ルモノマー（ａ１）となるビニルモノマー（ａ２）並びに架橋剤（ｂ）を必須構成単位と
する架橋重合体（Ａ）と、－ＮＨ２基、－ＮＨ２基のモノアルキル（炭素数１～４）置換
基及び－ＮＨ２基のジアルキル（炭素数１～４）置換基からなる群から選ばれる少なくと
も１種のアミノ基（ａｍ）の塩であるカチオン性基を有するカチオン性有機ポリマー（Ｂ
）とを含む吸水性樹脂組成物であり、カチオン性有機ポリマー（Ｂ）が、前記アミノ基（
ａｍ）を有するカチオン性単量体及び／または前記アミノ基（ａｍ）の塩を有するカチオ
ン性単量体を必須成分とする単量体組成物の重合体又はその塩であり、前記単量体組成物
に含まれる前記カチオン性単量体の割合が単量体組成物に含まれる単量体の合計モル数に
基づいて５０モル％以上である吸水性樹脂組成物；及び
　前記架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ′）の水溶液とを混合する工程を
含むことを特徴とする吸水性樹脂組成物の製造方法である。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明（以下、第一の本発明と第二の本発明とを区別せずに本発明ともいう）の吸水性
樹脂組成物及び本発明の製造方法により得られる吸水性樹脂組成物は、充分な保水量を持
ち、荷重下での吸液性と膨潤したゲル間の通液性に優れる。かつ製造時のハンドリング性
にも優れる。更に保管時に吸湿によるブロッキング、変色及び臭気の発生がない。そのた
め、様々の使用状況においても安定して優れた吸収性能（例えば液拡散性、吸収速度及び
吸収量等）を発揮する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】ゲル通液速度を測定するための濾過円筒管の断面図を模式的に表した図である。
【図２】ゲル通液速度を測定するための加圧軸及びおもりを模式的に表した斜視図である
。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
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　以下、本発明というときは、第一の本発明と第二の本発明とに共通する事項について説
明する。一方、第一の本発明に独自の事項、第二の本発明に独自の事項は、それぞれ、そ
の旨を明示して説明する。
　本発明の吸水性樹脂組成物は、水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び／又は加水分解によ
り水溶性ビニルモノマー（ａ１）となるビニルモノマー（ａ２）並びに架橋剤（ｂ）を必
須構成単位とする架橋重合体（Ａ）と、カチオン性有機ポリマーとを含む吸水性樹脂組成
物である。
【００１１】
　本発明における水溶性ビニルモノマー（ａ１）としては特に限定はなく、公知のモノマ
ー、例えば、特許第３６４８５５３号公報の０００７～００２３段落に開示されている少
なくとも１個の水溶性置換基とエチレン性不飽和基とを有するビニルモノマー（例えばア
ニオン性ビニルモノマー、非イオン性ビニルモノマー及びカチオン性ビニルモノマー）、
特開２００３－１６５８８３号公報の０００９～００２４段落に開示されているアニオン
性ビニルモノマー、非イオン性ビニルモノマー及びカチオン性ビニルモノマー並びに特開
２００５－７５９８２号公報の００４１～００５１段落に開示されているカルボキシ基、
スルホ基、ホスホノ基、水酸基、カルバモイル基、アミノ基及びアンモニオ基からなる群
から選ばれる少なくとも１種を有するビニルモノマーが使用できる。
【００１２】
　加水分解により水溶性ビニルモノマー（ａ１）となるビニルモノマー（ａ２）［以下、
加水分解性ビニルモノマー（ａ２）ともいう。］は特に限定はなく、公知｛例えば、特許
第３６４８５５３号公報の００２４～００２５段落に開示されている加水分解により水溶
性置換基となる加水分解性置換基を少なくとも１個有するビニルモノマー、特開２００５
－７５９８２号公報の００５２～００５５段落に開示されている少なくとも１個の加水分
解性置換基［１，３－オキソ－２－オキサプロピレン（－ＣＯ－Ｏ－ＣＯ－）基、アシル
基及びシアノ基等］を有するビニルモノマー｝のビニルモノマー等が使用できる。なお、
水溶性ビニルモノマーとは、当業者に周知の概念であるが、数量を用いて表すなら、例え
ば、２５℃の水１００ｇに少なくとも１００ｇ溶解するビニルモノマーを意味する。また
、加水分解性ビニルモノマー（ａ２）における加水分解性とは、当業者に周知の概念であ
るが、より具体的に表すなら、例えば、水及び必要により触媒（酸又は塩基等）の作用に
より加水分解され、水溶性になる性質を意味する。加水分解性ビニルモノマー（ａ２）の
加水分解は、重合中、重合後及びこれらの両方のいずれで行っても良いが、得られる吸水
性樹脂組成物の吸収性能の観点から、重合後が好ましい。
【００１３】
　これらのうち、吸収性能等の観点から好ましいのは水溶性ビニルモノマー（ａ１）、よ
り好ましいのは上述のアニオン性ビニルモノマー、カルボキシ（塩）基、スルホ（塩）基
、アミノ基、カルバモイル基、アンモニオ基又はモノ－、ジ－若しくはトリ－アルキルア
ンモニオ基を有するビニルモノマー、更に好ましいのはカルボキシ（塩）基又はカルバモ
イル基を有するビニルモノマー、特に好ましいのは（メタ）アクリル酸（塩）及び（メタ
）アクリルアミド、とりわけ好ましいのは（メタ）アクリル酸（塩）、最も好ましいのは
アクリル酸（塩）である。
【００１４】
　なお、「カルボキシ（塩）基」は「カルボキシ基」又は「カルボキシレート基」を意味
し、「スルホ（塩）基」は「スルホ基」又は「スルホネート基」を意味する。また、（メ
タ）アクリル酸（塩）はアクリル酸、アクリル酸塩、メタクリル酸又はメタクリル酸塩を
意味し、（メタ）アクリルアミドはアクリルアミド又はメタクリルアミドを意味する。ま
た、塩としては、アルカリ金属（リチウム、ナトリウム及びカリウム等）塩、アルカリ土
類金属（マグネシウム及びカルシウム等）塩及びアンモニウム（ＮＨ４）塩等が挙げられ
る。これらの塩のうち、吸収性能等の観点から、アルカリ金属塩及びアンモニウム塩が好
ましく、更に好ましいのはアルカリ金属塩、特に好ましいのはナトリウム塩である。
【００１５】
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　水溶性ビニルモノマー（ａ１）又は加水分解性ビニルモノマー（ａ２）のいずれかを構
成単位とする場合、それぞれ１種を単独で構成単位としてもよく、また、必要により２種
以上を構成単位としても良い。また、水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び加水分解性ビニ
ルモノマー（ａ２）を構成単位とする場合も同様である。また、水溶性ビニルモノマー（
ａ１）及び加水分解性ビニルモノマー（ａ２）を構成単位とする場合、これらの含有モル
比［（ａ１）／（ａ２）］は、７５／２５～９９／１が好ましく、更に好ましくは８５／
１５～９５／５、特に好ましくは９０／１０～９３／７、最も好ましくは９１／９～９２
／８である。この範囲内であると、吸収性能が更に良好となる。
【００１６】
　架橋重合体（Ａ）の構成単位として、水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び加水分解性ビ
ニルモノマー（ａ２）の他に、これらと共重合可能なその他のビニルモノマー（ａ３）を
構成単位とすることができる。その他のビニルモノマー（ａ３）は１種を単独で用いても
、２種以上を併用してもよい。
【００１７】
　共重合可能なその他のビニルモノマー（ａ３）としては特に限定はなく、公知（例えば
、特許第３６４８５５３号公報の００２８～００２９段落に開示されている疎水性ビニル
モノマー、特開２００３－１６５８８３号公報の００２５段落及び特開２００５－７５９
８２号公報の００５８段落に開示されているビニルモノマー等）の疎水性ビニルモノマー
等が使用でき、具体的には例えば下記の（ｉ）～（ｉｉｉ）のビニルモノマー等が使用で
きる。
（ｉ）炭素数８～３０の芳香族エチレン性モノマー
　スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン及びヒドロキシスチレン等のスチレン
、並びにビニルナフタレン及びジクロルスチレン等のスチレンのハロゲン置換体等。
（ｉｉ）炭素数２～２０の脂肪族エチレン性モノマー
　アルケン（エチレン、プロピレン、ブテン、イソブチレン、ペンテン、ヘプテン、ジイ
ソブチレン、オクテン、ドデセン及びオクタデセン等）；並びにアルカジエン（ブタジエ
ン及びイソプレン等）等。
（ｉｉｉ）炭素数５～１５の脂環式エチレン性モノマー
　モノエチレン性不飽和モノマー（ピネン、リモネン及びインデン等）；並びにポリエチ
レン性ビニルモノマー［シクロペンタジエン、ビシクロペンタジエン及びエチリデンノル
ボルネン等］等。
【００１８】
　その他のビニルモノマー（ａ３）単位の含有量（モル％）は、吸収性能等の観点から、
水溶性ビニルモノマー（ａ１）単位及び加水分解性ビニルモノマー（ａ２）単位の合計モ
ル数に基づいて、０～５が好ましく、更に好ましくは０～３、特に好ましくは０～２、と
りわけ好ましくは０～１．５であり、吸収性能等の観点から、その他のビニルモノマー（
ａ３）単位の含有量が０モル％であることが最も好ましい。
【００１９】
　架橋剤（ｂ）としては特に限定はなく公知（例えば、特許第３６４８５５３号公報の０
０３１～００３４段落に開示されているエチレン性不飽和基を２個以上有する架橋剤、水
溶性置換基と反応し得る官能基を少なくとも１個有してかつ少なくとも１個のエチレン性
不飽和基を有する架橋剤及び水溶性置換基と反応し得る官能基を少なくとも２個有する架
橋剤、特開２００３－１６５８８３号公報の００２８～００３１段落に開示されているエ
チレン性不飽和基を２個以上有する架橋剤、エチレン性不飽和基と反応性官能基とを有す
る架橋剤及び反応性置換基を２個以上有する架橋剤、特開２００５－７５９８２号公報の
００５９段落に開示されている架橋性ビニルモノマー並びに特開２００５－９５７５９号
公報の００１５～００１６段落に開示されている架橋性ビニルモノマー）の架橋剤等が使
用できる。これらのうち、吸収性能等の観点から、エチレン性不飽和基を２個以上有する
架橋剤が好ましく、更に好ましいのはトリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレ
ート及び炭素数２～４０のポリオールのポリ（メタ）アリルエーテル、特に好ましいのは
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トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレート、テトラアリロキシエタン、ポリ
エチレングリコールジアリルエーテル及びペンタエリスリトールトリアリルエーテル、最
も好ましいのはペンタエリスリトールトリアリルエーテルである。架橋剤（ｂ）は１種を
単独で用いても、２種以上を併用してもよい。
【００２０】
　架橋剤（ｂ）単位の含有量（モル％）は、水溶性ビニルモノマー（ａ１）単位及び加水
分解性ビニルモノマー（ａ２）単位の、その他のビニルモノマー（ａ３）も使用する場合
は（ａ１）～（ａ３）の，合計モル数に基づいて、０．００１～５が好ましく、更に好ま
しくは０．００５～３、特に好ましくは０．０１～１である。この範囲であると、吸収性
能が更に良好となる。
【００２１】
　架橋重合体（Ａ）の重合方法としては、公知の溶液重合（断熱重合、薄膜重合及び噴霧
重合法等；特開昭５５－１３３４１３号公報等）や、公知の逆相懸濁重合（特公昭５４－
３０７１０号公報、特開昭５６－２６９０９号公報及び特開平１－５８０８号公報等）が
挙げられる。
【００２２】
　架橋重合体（Ａ）は、水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び／又は加水分解性ビニルモノ
マー（ａ２）並びに架橋剤（ｂ）を必須構成成分とする単量体組成物を重合することによ
り得ることができるが、重合方法として好ましいのは溶液重合法であり、有機溶媒等を使
用する必要がなく生産コスト面で有利なことから、特に好ましいのは水溶液重合法であり
、保水量が大きく、且つ水可溶性成分量の少ない吸水性樹脂組成物が得られ、重合時の温
度コントロールが不要である点から、水溶液断熱重合法が最も好ましい。
【００２３】
　水溶液重合を行う場合、水と有機溶媒とを含む混合溶媒を使用することができ、有機溶
媒としては、メタノール、エタノール、アセトン、メチルエチルケトン、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルホルムアミド、ジメチルスルホキシド及びこれらの２種以上の混合物を挙げられる。
　水溶液重合を行う場合、有機溶媒の使用量（重量％）は、水の重量を基準として４０以
下が好ましく、更に好ましくは３０以下である。
【００２４】
　重合に開始剤を用いる場合、従来公知のラジカル重合用開始剤が使用可能であり、例え
ば、アゾ化合物［アゾビスイソブチロニトリル、アゾビスシアノ吉草酸及び２，２’－ア
ゾビス（２－アミジノプロパン）ハイドロクロライド等］、無機過酸化物（過酸化水素、
過硫酸アンモニウム、過硫酸カリウム及び過硫酸ナトリウム等）、有機過酸化物［過酸化
ベンゾイル、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、クメンヒドロパーオキサイド、コハク酸パ
ーオキサイド及びジ（２－エトキシエチル）パーオキシジカーボネート等］及びレドック
ス触媒（アルカリ金属の亜硫酸塩又は重亜硫酸塩、亜硫酸アンモニウム、重亜硫酸アンモ
ニウム及びアスコルビン酸等の還元剤とアルカリ金属の過硫酸塩、過硫酸アンモニウム、
過酸化水素及び有機過酸化物等の酸化剤との組み合わせよりなるもの）等が挙げられる。
これらの触媒は、単独で使用してもよく、これらの２種以上を併用しても良い。
　ラジカル重合開始剤の使用量（重量％）は、水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び加水分
解性ビニルモノマー（ａ２）の合計重量に基づいて、０．０００５～５が好ましく、更に
好ましくは０．００１～２である。
【００２５】
　重合時には、必要に応じて連鎖移動剤に代表される重合コントロール剤を併用しても良
く、これらの具体例としては、次亜リン酸ナトリウム、亜リン酸ナトリウム、アルキルメ
ルカプタン類、ハロゲン化アルキル類、チオカルボニル化合物類等が挙げられる。これら
の重合コントロール剤は、単独で使用してもよく、これらの２種以上を併用しても良い。
　重合コントロール剤の使用量（重量％）は、水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び加水分
解性ビニルモノマー（ａ２）の合計重量に基づいて、０．０００５～５が好ましく、更に
好ましくは０．００１～２である。
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【００２６】
　重合方法として懸濁重合法又は逆相懸濁重合法をとる場合は、必要に応じて、従来公知
の分散剤又は界面活性剤の存在下に重合を行っても良い。また、逆相懸濁重合法の場合、
従来公知のキシレン、ノルマルヘキサン及びノルマルヘプタン等の炭化水素系溶媒を使用
して重合を行うことができる。
【００２７】
　重合開始温度は、使用する触媒の種類によって適宜調整することができるが、０～１０
０℃が好ましく、更に好ましくは２～８０℃である。
【００２８】
　重合に溶媒（有機溶媒及び水等）を使用する場合、重合後に溶媒を留去することが好ま
しい。溶媒に有機溶媒を含む場合、留去後の有機溶媒の含有量（重量％）は、架橋重合体
（Ａ）の重量に基づいて、０～１０が好ましく、更に好ましくは０～５、特に好ましくは
０～３、最も好ましくは０～１である。この範囲であると、吸水性樹脂組成物の吸収性能
が更に良好となる。
【００２９】
　溶媒に水を含む場合、留去後の水分（重量％）は、架橋重合体（Ａ）の重量に基づいて
、０～２０が好ましく、更に好ましくは１～１０、特に好ましくは２～９、最も好ましく
は３～８である。この範囲であると、吸収性能が更に良好となる。
【００３０】
　前記の重合方法により架橋重合体（Ａ）が水を含んだ含水ゲル状物（以下、含水ゲルと
略記する）を得ることができ、更に含水ゲルを乾燥することで架橋重合体（Ａ）を得るこ
とができる。
　水溶性ビニルモノマー（ａ１）としてアクリル酸やメタクリル酸等の酸基含有モノマー
を用いる場合、含水ゲルを塩基で中和しても良い。酸基の中和度は、５０～８０モル％で
あることが好ましい。中和度が５０モル％未満の場合、得られる含水ゲル重合体の粘着性
が高くなり、製造時及び使用時の作業性が悪化する場合がある。更に得られる吸水性樹脂
組成物の保水量が低下する場合がある。一方、中和度が８０％を超える場合、得られた樹
脂のｐＨが高くなり人体の皮膚に対する安全性が懸念される場合がある。
　なお、中和は、吸水性樹脂組成物の製造において、架橋重合体（Ａ）の重合以降のいず
れの段階で行ってもよく、例えば、含水ゲルの状態で中和する等の方法が好ましい例とし
て例示される。
　中和する塩基としては、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等のアルカリ金属水酸化物
や、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸カリウム等のアルカリ金属炭酸塩を通常
使用できる。
【００３１】
　重合によって得られる含水ゲルは、乾燥前に必要に応じて細断することができる。細断
後のゲルの大きさ（最長径）は５０μｍ～１０ｃｍが好ましく、更に好ましくは１００μ
ｍ～２ｃｍ、特に好ましくは１ｍｍ～１ｃｍである。この範囲であると、乾燥工程での乾
燥性が更に良好となる。
【００３２】
　細断は、公知の方法で行うことができ、通常の細断装置（例えば、ベックスミル、ラバ
ーチョッパ、ファーマミル、ミンチ機、衝撃式粉砕機及びロール式粉砕機）等を使用して
細断できる。
【００３３】
　なお、有機溶媒の含有量及び水分は、赤外水分測定器［（株）ＫＥＴＴ社製ＪＥ４００
等：１２０±５℃、３０分、加熱前の雰囲気湿度５０±１０％ＲＨ、ランプ仕様１００Ｖ
、４０Ｗ］により加熱したときの測定試料の重量減量から求められる。
【００３４】
　含水ゲルの溶媒（水を含む。）を留去し、乾燥する方法としては、８０～２３０℃の温
度の熱風で留去（乾燥）する方法、１００～２３０℃に加熱されたドラムドライヤー等に
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よる薄膜乾燥法、（加熱）減圧乾燥法、凍結乾燥法、赤外線による乾燥法、デカンテーシ
ョン及び濾過等が適用できる。
【００３５】
　含水ゲルを乾燥して架橋重合体（Ａ）を得た後、更に粉砕することができる。粉砕方法
については、特に限定はなく、通常の粉砕装置（例えば、ハンマー式粉砕機、衝撃式粉砕
機、ロール式粉砕機及びシェット気流式粉砕機）等が使用できる。粉砕された架橋重合体
は、必要によりふるい分け等により粒度調整できる。
【００３６】
　必要によりふるい分けした場合の架橋重合体（Ａ）の重量平均粒子径（μｍ）は、１０
０～８００が好ましく、更に好ましくは２００～７００、次に好ましくは２５０～６００
、特に好ましくは３００～５００、最も好ましくは３５０～４５０である。この範囲であ
ると、吸収性能が更に良好となる。
【００３７】
　なお、重量平均粒子径は、ロータップ試験篩振とう機及び標準ふるい（ＪＩＳ　Ｚ８８
０１－１：２００６）を用いて、ペリーズ・ケミカル・エンジニアーズ・ハンドブック第
６版（マックグローヒル・ブック・カンバニー、１９８４、２１頁）に記載の方法で測定
される。すなわち、ＪＩＳ標準ふるいを、上から１０００μｍ、８５０μｍ、７１０μｍ
、５００μｍ、４２５μｍ、３５５μｍ、２５０μｍ、１５０μｍ、１２５μｍ、７５μ
ｍ及び４５μｍ、並びに受け皿、の順等に組み合わせる。最上段のふるいに測定粒子の約
５０ｇを入れ、ロータップ試験篩振とう機で５分間振とうさせる。各ふるい及び受け皿上
の測定粒子の重量を秤量し、その合計を１００重量％として各ふるい上の粒子の重量分率
を求め、この値を対数確率紙［横軸がふるいの目開き（粒子径）、縦軸が重量分率］にプ
ロットした後、各点を結ぶ線を引き、重量分率が５０重量％に対応する粒子径を求め、こ
れを重量平均粒子径とする。
【００３８】
　また、粉砕した場合、粉砕後の架橋重合体（Ａ）に含まれる微粒子の含有量は少ないほ
ど吸収性能が良好となるため、架橋重合体（Ａ）の合計重量に占める１０６μｍ以下（好
ましくは１５０μｍ以下）の微粒子の含有率（重量％）は３以下が好ましく、更に好まし
くは１以下である。微粒子の含有量は、上記の重量平均粒子径を求める際に作成するグラ
フを用いて求めることができる。
【００３９】
　粉砕した場合、粉砕後の架橋重合体（Ａ）の形状については特に限定はなく、不定形破
砕状、リン片状、パール状及び米粒状等が挙げられる。これらのうち、紙おむつ用途等で
の繊維状物とのからみが良く、繊維状物からの脱落の心配がないという観点から、不定形
破砕状が好ましい。
【００４０】
　なお、架橋重合体（Ａ）は、その性能を損なわない範囲で残留溶媒や残存架橋成分等の
他の成分を多少含んでも良い。
【００４１】
　本発明の吸水性樹脂組成物は、架橋重合体（Ａ）の表面が表面架橋剤（ｄ）により架橋
された構造を有することが好ましい。架橋重合体（Ａ）の表面を架橋することにより吸水
性樹脂組成物のゲル強度を向上させることができ、吸水性樹脂組成物の望ましい保水量と
荷重下における吸収量とを満足させることができる。表面架橋剤（ｄ）としては、公知（
特開昭５９－１８９１０３号公報に記載の多価グリシジル化合物、多価アミン、多価アジ
リジン化合物及び多価イソシアネート化合物等、特開昭５８－１８０２３３号公報及び特
開昭６１－１６９０３号公報の多価アルコール、特開昭６１－２１１３０５号公報及び特
開昭６１－２５２２１２号公報に記載のシランカップリング剤、特表平５－５０８４２５
号公報に記載のアルキレンカーボネート、特開平１１－２４０９５９号公報に記載の多価
オキサゾリン化合物並びに特開昭５１－１３６５８８号公報及び特開昭６１－２５７２３
５号公報に記載の多価金属等）の表面架橋剤等が使用できる。これらの表面架橋剤のうち
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、経済性及び吸収特性の観点から、多価グリシジル化合物、多価アルコール及び多価アミ
ンが好ましく、更に好ましいのは多価グリシジル化合物及び多価アルコール、特に好まし
いのは多価グリシジル化合物、最も好ましいのはエチレングリコールジグリシジルエーテ
ルである。表面架橋剤は１種を単独で用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００４２】
　表面架橋をする場合、表面架橋剤（ｄ）の使用量（重量％）は、表面架橋剤の種類、架
橋させる条件、目標とする性能等により種々変化させることができるため特に限定はない
が、吸収特性の観点等から、吸水性樹脂１００重量部に対して、０．００１～３が好まし
く、更に好ましくは０．００５～２、特に好ましくは０．０１～１．５である。
【００４３】
　架橋重合体（Ａ）の表面架橋は、架橋重合体（Ａ）と表面架橋剤（ｄ）とを混合し、必
要に応じて加熱することで行うことができる。架橋重合体（Ａ）と表面架橋剤（ｄ）との
混合方法としては、円筒型混合機、スクリュー型混合機、スクリュー型押出機、タービュ
ライザー、ナウター型混合機、双腕型ニーダー、流動式混合機、Ｖ型混合機、ミンチ混合
機、リボン型混合機、流動式混合機、気流型混合機、回転円盤型混合機、コニカルブレン
ダー及びロールミキサー等の混合装置を用いて架橋重合体（Ａ）と表面架橋剤（ｄ）とを
均一混合する方法が挙げられる。この際、表面架橋剤（ｄ）は、水及び／又は任意の溶剤
で希釈して使用しても良い。
【００４４】
　架橋重合体（Ａ）と表面架橋剤（ｄ）とを混合する際の温度は特に限定されないが、１
０～１５０℃が好ましく、更に好ましくは２０～１００℃、特に好ましくは２５～８０℃
である。
【００４５】
　架橋重合体（Ａ）と表面架橋剤（ｄ）とを混合した後、通常、加熱処理を行う。加熱温
度は、樹脂粒子の耐壊れ性の観点から好ましくは１００～１８０℃、更に好ましくは１１
０～１７５℃、特に好ましくは１２０～１７０℃である。１８０℃以下の加熱であれば蒸
気を利用した間接加熱が可能であり設備上有利であり、１００℃未満の加熱温度では吸収
性能が悪くなる場合がある。また、加熱時間は加熱温度により適宜設定することができる
が、吸収性能の観点から、好ましくは５～６０分、更に好ましくは１０～４０分である。
表面架橋して得られる吸水性樹脂を、最初に用いた表面架橋剤と同種又は異種の表面架橋
剤を用いて、更に表面架橋することも可能である。
【００４６】
　架橋重合体（Ａ）の表面を表面架橋剤（ｄ）により架橋した後、必要により篩別して粒
度調整される。得られた粒子の平均粒経は、好ましくは１００～６００μｍ、更に好まし
くは２００～５００μｍである。微粒子の含有量は少ない方が好ましく、１００μｍ以下
の粒子の含有量は３重量％以下であることが好ましく、１５０μｍ以下の粒子の含有量が
３重量％以下であることが更に好ましい。
【００４７】
　第一の本発明において、架橋重合体（Ａ）の表面架橋剤（ｄ）により表面架橋する場合
、後記の架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（ｃ）との混合の前に表面架橋を行
っても、後記の架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（ｃ）との混合と同時に表面
架橋を行っても、後記の架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（ｃ）との混合後に
表面架橋を行っても良いが、吸水性樹脂組成物の加圧下での吸収性能の観点から、表面架
橋剤（ｄ）による架橋重合体（Ａ）の表面架橋は架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリ
マー（ｃ）と混合する前に行われることが好ましい。
【００４８】
　第二の本発明において、架橋重合体（Ａ）の表面架橋剤（ｄ）により表面架橋する場合
、後記の架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ）との混合の前に表面架橋を行
っても、後記の架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ）との混合と同時に表面
架橋を行っても、後記の架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ）との混合後に
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表面架橋を行っても良いが、吸水性樹脂組成物の加圧下での吸収性能の観点から、表面架
橋剤（ｄ）による架橋重合体（Ａ）の表面架橋は架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリ
マー（Ｂ）と混合する前に行われることが好ましい。
【００４９】
　本発明の吸水性樹脂組成物において、架橋重合体（Ａ）は、更に疎水性物質で処理して
もよく、疎水性物質で処理する方法としては、特開２０１３－２３１１９９等に記載の方
法を利用出来る。
【００５０】
　第一の本発明の吸水性樹脂組成物は、数平均分子量が１００万以上であるカチオン性有
機ポリマー（ｃ）を含む。カチオン性有機ポリマー（ｃ）としては、カチオン性基（アミ
ノ基、アンモニオ基、イミノ基、イミニウム基、ホスフィノ基、ホスホニウム基及びスル
ホニウム基等）を有する有機ポリマーを用いることができ、合成のし易さ等の観点から、
カチオン性基としてアミノ基及び／又はアンモニオ基を有するポリマーであることが好ま
しい。
【００５１】
　アミノ基及び／又はアンモニオ基を有するポリマーにおいて、アミノ基を有するカチオ
ン性有機ポリマーは、アミノ基を有する単量体を重合することで得ることができ、アンモ
ニオ基を含有するカチオン性有機ポリマー（ｃ）は、アンモニオ基を有する単量体を重合
する方法、アミノ基を有するカチオン性有機ポリマーと求電子試薬とを反応させる方法及
びアミノ基を有する単量体と救電子試薬とを反応させた後に重合する方法で得ることがで
きる。アミノ基及びアンモニオ基を有するポリマーはこれらの方法を組み合わせて得るこ
とができる。
　求電子試薬としては、後述の化合物を用いることができる。これら求電子試薬は、一種
類のみを用いてもよく、また、二種類以上を併用してもよい。
【００５２】
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）としては、ポリアリルアミン、ポリジアリルアミン、ポ
リ（Ｎ－アルキルアリルアミン）、ポリ（アルキルジアリルアミン）、モノアリルアミン
－ジアリルアミン共重合体、Ｎ－アルキルアリルアミン－モノアリルアミン共重合体、モ
ノアリルアミン－ジアルキルジアリルアンモニウム塩・共重合体、ジアリルアミン－ジア
ルキルジアリルアンモニウム塩・共重合体、ポリアミノエチル（メタ）アクリレート、ポ
リジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ポリジエチルアミノエチル（メタ）アク
リレート、ポリジメチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、アルキルアミノエチル（
メタ）アクリレート４級塩の単独重合体、アルキルアミノエチル（メタ）アクリレート４
級塩－アクリルアミド・共重合体、直鎖状ポリエチレンイミン、分岐鎖状ポリエチレンイ
ミン、ポリエチレンポリアミン、ポリプロピレンポリアミン、ポリアミドポリアミン、ポ
リエーテルポリアミン、ポリビニルアミン、ポリアミドポリアミン・エピクロロヒドリン
樹脂及びポリアミジン等が挙げられる。また、ポリアクリルアミド又はポリメタクリルア
ミドに、ホルムアルデヒドとジエチルアミンとを反応させてなるアミノ化された変性体等
も挙げられる。
【００５３】
　アミノ基及び／又はアンモニオ基を有するカチオン性有機ポリマー（ｃ）は、アミノ基
を有する単量体及び／又はアンモニオ基を有する単量体を公知の重合方法（等に記載の方
法等）で重合することで得ることができ、高分子凝集剤及び染料固着剤として市場から入
手できる。
【００５４】
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）は、強酸の共役塩基であるアニオンとの塩の形態であっ
てよい。上記強酸としては、無機酸、有機酸が挙げられる。前記無機酸及び前記有機酸の
なかでも分子量が３０～３００である強酸が好ましく、好ましい強酸としては、塩酸（分
子量：３６、ｐＫａ：－７）、臭化水素酸（分子量：８１、ｐＫａ：－９）、ヨウ化水素
酸（分子量：１２８、ｐＫａ：－１０）、硫酸（分子量：９８、ｐＫａ：－１０）、硝酸
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（分子量：６３、ｐＫａ：－１．５）、過塩素酸（分子量：１００、ｐＫａ：－１０）、
テトラフルオロホウ酸（分子量：８８、ｐＫａ：－４．９）、ヘキサフルオロリン酸（分
子量：１４６、ｐＫａ：－２０）、トリフルオロ酢酸（分子量：１１４、ｐＫａ：０．２
）、メタンスルホン酸（分子量：９６、ｐＫａ：－１．９）、パラトルエンスルホン酸（
分子量：１７２、ｐＫａ＝－２．８）、トリフルオロメタンスルホン酸（分子量：１５０
、ｐＫａ：－１３）、カンファースルホン酸（分子量：２３２、ｐＫａ：－１．２）等が
挙げられる。
【００５５】
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）が有するカチオン性基が塩を形成している場合、酸性化
合物との塩の形成方法は、例えば、カチオン性有機ポリマー（ｃ）に含まれるアミノ基と
求電子試薬｛有機ハロゲン化物（塩化メチル、塩化エチル、臭化メチル及び臭化エチル等
）、ジアルキルカーボネート（ジメチルカーボネート及びジエチルカーボネート等）及び
硫酸エステル（ジメチル硫酸及びジエチル硫酸等）等｝と反応させても良いし、アミノ基
又はアンモニオ基を酸性化合物で中和しても良い。塩の形成は、アミノ基又はアンモニオ
基を有する単量体を塩にして重合することもできる。
　アミノ基と求電子試薬との反応は、アミノ基含有モノマー又はポリマーと求電子試薬を
、水又は任意の溶剤の存在下で混合し、必要に応じて加熱することで行うことができ、ア
ミノ基又はアンモニオ基の酸性化合物による中和は、アミノ又はアンモニオ基含有モノマ
ー又はポリマーと酸性化合物を、水又は任意の溶剤の存在下で混合することで行うことが
できる。
【００５６】
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）は、数平均分子量が１００万以上であり、好ましくは１
００万～２０００万であり、更に好ましくは１１０万～１０００万である。数平均分子量
が１００万より小さいと吸水性樹脂組成物の通液性及びゲルのブロッキング性が悪化し好
ましくない。
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）の数平均分子量は、例えば、多角度光散乱検出器（昭光
サイエンティフィック（株）製ＤＡＷＮ　ＨＥＬＥＯＳ　ＩＩ）を備えたゲルパーミエー
ションクロマトグラフィー（アジレント・テクノロジー（株）製、１２００シリーズ）（
以下、ＧＰＣ－ＭＡＬＳと略記する）を使用し、溶剤として０．５Ｍ酢酸と０．２Ｍ硝酸
ナトリウムを含む水溶液を用い、サンプル濃度は０．２重量％とし、カラム固定相にはポ
リマー系充填剤（昭光サイエンティフィック（株）製ＯＨｐａｋ　ＳＢ－８０６Ｍ　ＨＱ
）を用い、カラム温度は４０℃として測定される。
【００５７】
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）としては、得られる吸水性樹脂組成物の通液性を高めら
れる点で、アンモニオ基を有するポリマーが好ましく、アンモニオ基は強酸の共役塩基と
の塩であることが更に好ましく、分子量３０～３００の強酸の共役塩基との塩であること
が特に好ましい。
【００５８】
　第一の本発明の吸水性樹脂は、架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（ｃ）とを
混合することで得ることができる。混合方法としては、円筒型混合機、スクリュー型混合
機、スクリュー型押出機、タービュライザー、ナウター型混合機、双腕型ニーダー、流動
式混合機、Ｖ型混合機、ミンチ混合機、リボン型混合機、流動式混合機、気流型混合機、
回転円盤型混合機、コニカルブレンダー及びロールミキサー等の公知の混合装置を用いて
均一混合する方法が挙げられる。
【００５９】
　架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（ｃ）との混合は、撹拌下の架橋重合体（
Ａ）にカチオン性有機ポリマー（ｃ）を加えることが好ましい。加えられるカチオン性有
機ポリマー（ｃ）は、水及び／又は溶剤と同時に添加しても良い。
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）を水及び／又は溶剤と同時に添加する場合、カチオン性
有機ポリマー（ｃ）を水及び／若しくは溶剤に溶解した溶液又はカチオン性有機ポリマー
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（ｃ）を水及び／若しくは溶剤に分散した分散体を添加することが好ましく、作業性等の
観点から分散体を添加することが更に好ましい。溶液又は分散体を添加する場合、噴霧又
は滴下して添加することが好ましい。
【００６０】
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）を分散体として添加する場合、吸水性樹脂組成物のブロ
ッキングを抑制できる等の点で、カチオン性有機ポリマー（ｃ）を疎水性溶媒に分散した
油中分散体であることが好ましい。
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）が疎水性溶媒に分散した油中分散体である場合、分散体
に含まれるカチオン性有機ポリマー（ｃ）の含有量は、疎水性溶媒とカチオン性有機ポリ
マー（ｃ）を含む分散液の合計重量に対して５～７０％重量％が好ましく、更に好ましく
は１０～６０重量％である。
　疎水性溶媒中に分散するカチオン性有機ポリマー（ｃ）の分散粒子径は体積平均粒子径
が０．１ｎｍ～１ｍｍであることが好ましく、更に好ましくは１ｎｍ～１００μｍである
。カチオン性有機ポリマー（ｃ）の体積平均粒子径は、例えば、レーザー回折／散乱式粒
度分布測定装置（例えば、ＬＡ－９５０及びＳＺ－１００；いずれも堀場製作所製）を用
いる動的光散乱法により測定される。
【００６１】
　疎水性溶媒を用いたカチオン性有機ポリマー（ｃ）の油中分散体は、カチオン性有機ポ
リマー（ｃ）を分散媒中でホモジナイザー及びディゾルバー等の公知の分散機を用いて機
械的混合する方法及びカチオン性有機ポリマー（ｃ）の構成成分となるモノマーを分散媒
中で乳化重合又は懸濁重合する方法等の公知の方法で行うことができる。
　なお分散体には、必要に応じて任意の分散剤及び安定化剤等の添加剤が含まれていても
良い。
【００６２】
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）を分散媒中で機械的に混合する場合、ガラス転移温度以
上に加熱し溶融したカチオン性有機ポリマー（ｃ）を撹拌下の分散媒に投入して機械的に
混合する方法、カチオン性有機ポリマー（ｃ）のガラス転移温度以上に加熱した分散媒に
カチオン性有機ポリマー（ｃ）を混合してカチオン性有機ポリマー（ｃ）を溶融し、撹拌
混合しながら徐々にガラス転移温度以下に冷却する方法及びカチオン性有機ポリマー（ｃ
）の溶液を貧溶媒である分散媒の撹拌下に混合する方法等により行うことができる。
【００６３】
　カチオン性有機ポリマー（ｃ）の構成成分となるモノマーを分散媒中で乳化重合又は懸
濁重合する場合、乳化重合及び懸濁重合は特公昭５４－３７９８６号公報、特公昭５２－
３９４１７号公報等に記載の公知の方法で行うことができる。
【００６４】
　架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（ｃ）を混合する際の温度は特に限定され
ないが、１０～１５０℃が好ましく、更に好ましくは２０～１００℃、特に好ましくは２
５～８０℃である。
【００６５】
　架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（ｃ）を混合した後、更に加熱処理を行っ
てもよい。加熱温度は、樹脂粒子の耐壊れ性の観点から好ましくは２５～１８０℃、更に
好ましくは３０～１７５℃、特に好ましくは３５～１７０℃である。１８０℃以下の加熱
であれば蒸気を利用した間接加熱が可能であり設備上有利である。また、加熱を行わない
場合、併用する水及び溶剤が吸水性樹脂中に過剰に残存することとなり、吸収性能が悪く
なる場合がある。
　架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（ｃ）との混合後に加熱する場合、加熱時
間は加熱温度により適宜設定することができるが、吸収性能の観点から、好ましくは５～
６０分、更に好ましくは１０～４０分である。架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマ
ー（ｃ）とを混合して得られる吸水性樹脂を、最初に用いたカチオン性有機ポリマーと同
種又は異種のカチオン性有機ポリマーを用いて、更に表面処理することも可能である。
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【００６６】
　第一の本発明の吸水性樹脂組成物は、架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（ｃ
）との混合後に、篩別して粒度調整して用いても良い。粒度調整して得られた粒子の平均
粒経は、好ましくは１００～６００μｍ、更に好ましくは２００～５００μｍである。微
粒子の含有量は少ない方が好ましく、１００μｍ以下の粒子の含有量は３重量％以下であ
ることが好ましく、１５０μｍ以下の粒子の含有量が３重量％以下であることが更に好ま
しい。
【００６７】
　第一の本発明の吸水性樹脂組成物において、カチオン性有機ポリマー（ｃ）の含有量は
、吸水性樹脂組成物の用途に応じて調整することができるが、架橋重合体（Ａ）とカチオ
ン性有機ポリマー（ｃ）との合計重量に基づいて、０．０１～５重量％であることが好ま
しく、更に好ましくは０．１～３重量％である。この範囲にあると吸水性樹脂組成物の通
液性及びゲルの耐ブロッキング性が良好となり更に好ましい。
【００６８】
　第一の本発明の吸水性樹脂組成物は、前記架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー
（ｃ）とを含み、更に多価金属塩（ｅ）を含有しても良い。多価金属塩（ｅ）を含有する
ことで、吸水性樹脂組成物の耐ブロッキング性及び通液性が向上する。多価金属塩（ｅ）
としては、マグネシウム、カルシウム、ジルコニウム、アルミニウム及びチタニウムから
なる群から選ばれる少なくとも１種の金属と前記の無機酸又は有機酸との塩が挙げられる
。
【００６９】
　これらのうち、入手の容易性や溶解性の観点から、アルミニウムの無機酸塩及びチタニ
ウムの無機酸塩が好ましく、更に好ましいのは硫酸アルミニウム、塩化アルミニウム、硫
酸カリウムアルミニウム及び硫酸ナトリウムアルミニウム、特に好ましいのは硫酸アルミ
ニウム及び硫酸ナトリウムアルミニウム、最も好ましいのは硫酸ナトリウムアルミニウム
である。これらは１種を単独で用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００７０】
　多価金属塩（ｅ）の使用量（重量部）は、吸収性能及び耐ブロッキング性の観点から吸
水性樹脂１００重量部に対して、０．０５～５が好ましく、更に好ましくは０．１～３、
特に好ましくは０．２～２である。
【００７１】
　吸水性樹脂組成物が更に多価金属塩（ｅ）を含む場合、第一の本発明の吸水性樹脂組成
物は、架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（ｃ）と多価金属塩（ｅ）とを混合す
ることでえることができるが、多価金属塩（ｅ）は前記のカチオン性有機ポリマー（ｃ）
を架橋重合体（Ａ）と混合する前に混合してもよく、吸水性樹脂組成物と混合してもよく
、カチオン性有機ポリマー（ｃ）と架橋重合体（Ａ）とが混合されたあとに混合してもよ
い。また、架橋重合体（Ａ）と多価金属塩（ｅ）とを混合した後にカチオン性有機ポリマ
ー（ｃ）を混合し、更に多価金属塩（ｅ）を混合してもよい。なかでも、吸水性樹脂組成
物の加圧下での吸収性能の観点から、多価金属塩（ｅ）はカチオン性有機ポリマー（ｃ）
と混合される前に架橋重合体（Ａ）と混合されることが好ましい。
　多価金属塩（ｅ）がカチオン性有機ポリマー（ｃ）と混合される前に架橋重合体（Ａ）
と混合される場合、多価金属塩（ｅ）は、前記の表面架橋剤（ｄ）での表面架橋の前、同
時及び後のいずれの段階で行ってもよいが、吸水性樹脂組成物の加圧下での吸収性能の観
点から、表面架橋剤（ｄ）での表面化共と同時に混合することが好ましい。
【００７２】
　多価金属塩（ｅ）の混合方法としては、前記のカチオン性有機ポリマー（ｃ）と同様に
行うことができ、混合温度も同様である。多価金属塩（ｅ）の混合後に加熱処理を行って
もよく、その条件は前記のカチオン性有機ポリマー（ｃ）を混合した後の加熱条件と同様
であり、好ましい条件も同じである。多価金属塩（ｅ）を含む吸水性樹脂組成物は、粒度
調整して用いてもよく、調整方法はカチオン性有機ポリマー（ｃ）を加えた後の粒度調整
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と同様であり、調整後の粒径も同様である。
【００７３】
　第一の本発明の吸水性樹脂組成物は、更に水不溶性無機粒子（ｆ）を含んでも良い。水
不溶性無機粒子（ｆ）を含むことで吸水性樹脂組成物に含まれる粒子の表面が水不溶性無
機粒子（ｆ）で表面処理されることにより、吸水性樹脂組成物の耐ブロッキング性及び通
液性が向上する。
【００７４】
　水不溶性無機粒子（ｆ）としては、コロイダルシリカ、フュームドシリカ、クレー及び
タルク等が挙げられ、入手の容易性や扱いやすさ、吸収性能の観点から、コロイダルシリ
カ及びシリカが好ましく、更に好ましいのはコロイダルシリカである。水不溶性無機粒子
（ｆ）は１種を単独で用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００７５】
　水不溶性無機粒子（ｆ）の使用量（重量部）は、吸収性能の観点から吸水性樹脂１００
重量部に対して、０．０１～５が好ましく、更に好ましくは０．０５～１、特に好ましく
は０．１～０．５である。
【００７６】
　更に水不溶性無機粒子（ｆ）を含む場合、吸水性樹脂組成物と水不溶性無機粒子（ｆ）
とを混合することが好ましく、混合は、前記のカチオン性有機ポリマー（ｃ）の混合と同
様の方法で行うことができ、その条件も同様である。
【００７７】
　水不溶性無機粒子（ｆ）を混合した後の吸水性樹脂組成物は、粒度調整して用いてもよ
く、粒度調整はカチオン性有機ポリマー（ｃ）を混合して後に行う粒度調整と同様に行う
ことができ、粒度調整後の粒径も同様である。
【００７８】
　第一の本発明の吸水性樹脂組成物は、必要に応じて、添加剤（例えば、公知（特開２０
０３－２２５５６５号及び特開２００６－１３１７６７号等に記載）の防腐剤、防かび剤
、抗菌剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、着色剤、芳香剤、消臭剤、通液性向上剤及び有機
質繊維状物等）を含むこともできる。これらの添加剤を含有させる場合、添加剤の含有量
（重量％）は、架橋重合体（Ａ）の重量に基づいて、０．００１～１０が好ましく、更に
好ましくは０．０１～５、特に好ましくは０．０５～１、最も好ましくは０．１～０．５
である。
【００７９】
　第一の本発明の製造方法は、水溶性ビニルモノマー（ａ１）及び／又は加水分解により
水溶性ビニルモノマー（ａ１）となるビニルモノマー（ａ２）並びに架橋剤（ｂ）を必須
構成単位とする架橋重合体（Ａ）と数平均分子量が１００万以上であるカチオン性有機ポ
リマー（ｃ）の油中分散体とを混合する工程を含む。
【００８０】
　水溶性ビニルモノマー（ａ１）、加水分解により水溶性ビニルモノマー（ａ１）となる
ビニルモノマー（ａ２）、架橋剤（ｂ）、架橋重合体（Ａ）並びにカチオン性有機ポリマ
ー（ｃ）及びその油中分散体は前記と同じものを用いることができ、好ましいものも同じ
である。
【００８１】
　架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（ｃ）の油中分散体とを混合する工程は、
架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（ｃ）の油中分散体とを前記の公知の混合装
置を用いて混合することで行うことができる。混合時の温度は、１０～１５０℃が好まし
く、更に好ましくは２０～１００℃、特に好ましくは２５～８０℃である。
【００８２】
　第一の本発明の製造方法で得られる吸水性樹脂組成物の見掛け密度（ｇ／ｍｌ）は、０
．５０～０．８０が好ましく、更に好ましくは０．５２～０．７５、特に好ましくは０．
５４～０．７０である。この範囲であると、吸収性物品の耐カブレ性が更に良好となる。
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吸水性樹脂組成物の見掛け密度は、ＪＩＳ　Ｋ７３６５：１９９９に準拠して、２５℃で
測定される。
【００８３】
　第二の本発明の吸水性樹脂組成物は、カチオン性有機ポリマー（Ｂ）を含む。カチオン
性有機ポリマー（Ｂ）は、－ＮＨ２基、－ＮＨ２基のモノアルキル（炭素数１～４）置換
基（すなわち－ＮＨ２基の水素原子の一つをアルキル基で置換した基）及び－ＮＨ２基の
ジアルキル（炭素数１～４）置換基（すなわち－ＮＨ２基の二つの水素原子をアルキル基
で置換した基）からなる群から選ばれる少なくとも１種のアミノ基（ａｍ）（本発明にお
いては置換又は無置換の－ＮＨ２基を以下単にアミノ基（ａｍ）ともいう）の塩であるカ
チオン性基を有する。アミノ基（ａｍ）としては、具体的には、例えば、－ＮＨ２基、メ
チルアミノ基、エチルアミノ基、プロピルアミノ基、ｎ－ブチルアミノ基、１－メチルプ
ロピルアミノ基、２－メチルプロピルアミノ基、ターシャリーブチルアミノ基、ジメチル
アミノ基、ジエチルアミノ基及びジブチルアミノ基等が挙げられる。
　アミノ基（ａｍ）の塩としては、前記のアミノ基（ａｍ）を酸（好ましくはルイス酸及
びブレンステッド酸）で中和した基が挙げられる。
【００８４】
　前記のアミノ基（ａｍ）を中和する酸のうち、ルイス酸としては、三フッ化ホウ素や塩
化アルミニウム等のハロゲン化典型元素化合物類及びスカンジウムトリフラート等の典型
元素含有トリフラート類が挙げられ、ブレンステッド酸としては、無機酸及び有機酸等が
挙げられる。
　無機酸としては、オキソ酸（過塩素酸、硝酸、硫酸、リン酸、テトラフルオロホウ酸、
ヘキサフルオロリン酸及びホウ酸等）及びハロゲン化水素（フッ化水素、塩化水素酸、臭
化水素酸及びシアン化水素酸等）等が挙げられ、有機酸としては、有機カルボン酸（酢酸
及びトリフルオロ酢酸等）及び有機スルホン酸｛脂肪族スルホン酸（メタンスルホン酸及
びトリフルオロメタンスルホン酸等）、脂環式スルホン酸（カンファースルホン酸等）及
び芳香族スルホン酸（パラトルエンスルホン酸等）等｝が挙げられる。
　なかでもブレンステッド酸であることが好ましい。
【００８５】
　また、前記アミノ基（ａｍ）を中和する酸としては、分子量が３０～３００である強酸
が好ましく、分子量が３５～２００である強酸が好ましい。なお、本発明において強酸と
は、ｐＫａが１以下（好ましくは０以下）（水溶液、２５℃）である酸を意味する。
【００８６】
　前記強酸としては、塩酸（分子量：３６、ｐＫａ：－７）、臭化水素酸（分子量：８１
、ｐＫａ：－９）、ヨウ化水素酸（分子量：１２８、ｐＫａ：－１０）、硫酸（分子量：
９８、ｐＫａ：－１０）、硝酸（分子量：６３、ｐＫａ：－１．５）、過塩素酸（分子量
：１００、ｐＫａ：－１０）、テトラフルオロホウ酸（分子量：８８、ｐＫａ：－４．９
）、ヘキサフルオロリン酸（分子量：１４６、ｐＫａ：－２０）、トリフルオロ酢酸（分
子量：１１４、ｐＫａ：０．２）、メタンスルホン酸（分子量：９６、ｐＫａ：－１．９
）、パラトルエンスルホン酸（分子量：１７２、ｐＫａ＝－２．８）、トリフルオロメタ
ンスルホン酸（分子量：１５０、ｐＫａ：－１３）及びカンファースルホン酸（分子量：
２３２、ｐＫａ：－１．２）が好ましく、塩酸（分子量：３６、ｐＫａ：－７）、硫酸（
分子量：９８、ｐＫａ：－１０）、メタンスルホン酸（分子量：９６、ｐＫａ：－１．９
）が更に好ましい。
【００８７】
　第二の本発明の吸水性樹脂組成物に用いるカチオン性有機ポリマー（Ｂ）は前記アミノ
基（ａｍ）を有するカチオン性単量体及び／または前記アミノ基（ａｍ）の塩を有するカ
チオン性単量体を必須成分とする単量体組成物の重合体又はその塩である。カチオン性有
機ポリマー（Ｂ）は、前記アミノ基（ａｍ）の塩であるカチオン性基を有するかぎり、単
量体組成物の重合体であってもよく又は単量体組成物の重合体の塩であってよい。例えば
、前記単量体組成物が、前記アミノ基（ａｍ）の塩を有するカチオン性単量体を必須成分
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とする単量体組成物である場合、ポリマー（Ｂ）はこの単量体組成物の重合体であってよ
く、一方、前記単量体組成物が前記アミノ基（ａｍ）を有するカチオン性単量体を必須成
分とする単量体組成物である場合、ポリマー（Ｂ）はこの単量体組成物の重合体の塩であ
ってよい。また、例えば、前記単量体組成物が、前記アミノ基（ａｍ）を有するカチオン
性単量体及びアミノ基（ａｍ）の塩を有するカチオン性単量体を成分とする単量体組成物
である場合、ポリマー（Ｂ）はこの単量体組成物の重合体又はその塩であってよい。ポリ
マー（Ｂ）のカチオン性基は、前記カチオン性単量体が前記アミノ基（ａｍ）を有する場
合はその塩であり、及び/又は前記カチオン性単量体が前記アミノ基（ａｍ）の塩を有す
る場合は当該塩である。
【００８８】
　カチオン性単量体としては、例えば、－ＮＨ２基含有基（例えば、アミノアルキル（炭
素数１～４）基）、－ＮＨ２基のモノアルキル（炭素数１～４）置換基（例えば、アルキ
ル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～４）基）及びジアルキル（炭素数１～４
）置換基（例えば、ジアルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～４）基）か
らなる群から選ばれる少なくとも１種のアミノ基（ａｍ）を有するカチオン性単量体が挙
げられ、より具体的には例えば、アミノ基（ａｍ）含有（メタ）アクリレート、アミノ基
（ａｍ）含有（メタ）アクリル酸アミド及びアミノ基（ａｍ）含有ビニル化合物等が挙げ
られる。
　アミノ基（ａｍ）含有（メタ）アクリレートとしては、アミノアルキル（炭素数１～４
）（メタ）アクリレート（アミノエチル（メタ）アクリレート及びアミノプロピル（メタ
）アクリレート等）、アルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ
）アクリレート（メチルアミノエチル（メタ）アクリレート、エチルアミノエチル（メタ
）アクリレート、ターシャリーブチルアミノエチル（メタ）アクリレート、メチルアミノ
プロピル（メタ）アクリレート、エチルアミノプロピル（メタ）アクリレート及びターシ
ャリーブチルアミノエチル（メタ）アクリレート等）及びジアルキル（炭素数１～４）ア
ミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリレート（ジメチルアミノエチル（メタ）ア
クリレート、ジエチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジブチルアミノエチル（メタ
）アクリレート、ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリレート、ジエチルアミノプロピ
ル（メタ）アクリレート及びジブチルアミノプロピル（メタ）アクリレート等）等が挙げ
られ、アミノ基（ａｍ）含有（メタ）アクリルアミドとしては、アミノアルキル（炭素数
１～４）（メタ）アクリルアミド（アミノエチル（メタ）アクリルアミド及びアミノプロ
ピル（メタ）アクリルアミド等）、アルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１
～４）（メタ）アクリルアミド（メチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、エチルア
ミノエチル（メタ）アクリルアミド、ターシャリーブチルアミノエチル（メタ）アクリル
アミド、メチルアミノプロピル（メタ）アクリルアミド、エチルアミノプロピル（メタ）
アクリルアミド及びターシャリーブチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド等）及びジ
アルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリルアミド（ジ
メチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、ジエチルアミノエチル（メタ）アクリルア
ミド、ジブチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、ジメチルアミノプロピル（メタ）
アクリルアミド、ジエチルアミノプロピル（メタ）アクリルアミド及びジブチルアミノプ
ロピル（メタ）アクリルアミド等）等が挙げられ、アミノ基（ａｍ）含有ビニル化合物と
してはｐ－アミノスチレン、２－ビニルピリジン、ビニルアニリン及び（メタ）アリルア
ミン等が挙げられる。
　これらのカチオン性単量体は、１種単独で使用してもよく、また２種以上を組み合わせ
て使用してもよい。
　カチオン性単量体としては、なかでも前記のアミノ基（ａｍ）含有（メタ）アクリレー
ト及び前記のアミノ基（ａｍ）含有（メタ）アクリルアミドのうち、アミノアルキル（炭
素数１～４）（メタ）アクリレート、アルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数
１～４）（メタ）アクリレート、ジアルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１
～４）（メタ）アクリレート、アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリルアミド
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びジアルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリルアミド
が好ましく、アミノエチル（メタ）アクリレート及びＮ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メ
タ）アクリレートが更に好ましい。
【００８９】
　カチオン性有機ポリマー（Ｂ）が、－ＮＨ２基、－ＮＨ２基のモノアルキル（炭素数１
～４）置換基及び－ＮＨ２基のジアルキル（炭素数１～４）置換基からなる群から選ばれ
る少なくとも１種のアミノ基（ａｍ）の塩を有するカチオン性単量体を必須構成成分とす
る単量体組成物を重合してなる場合、カチオン性単量体としては、前記のアミノ基（ａｍ
）を有する単量体の塩が挙げられ、前記アミノ基（ａｍ）を有するカチオン性単量体を前
記のルイス酸又は前記のブレンステッド酸で中和した塩が挙げられる。
【００９０】
　前記カチオン性単量体と共に前記単量体組成物を構成する単量体としては、前記の水溶
性ビニルモノマー（ａ１）、前記の共重合可能なその他のビニルモノマー（ａ３）及び前
記加水分解性ビニルモノマー（ａ２）と同じものが挙げられ、なかでも（メタ）アクリル
酸（塩）及び（メタ）アクリルアミドが好ましい。
【００９１】
　カチオン性有機ポリマー（Ｂ）の原料である前記単量体組成物に含まれる前記カチオン
性単量体の割合は、単量体組成物に含まれる単量体の合計モル数に基づいて５０モル％以
上であり、吸水性樹脂の耐ブロッキング性の観点から６０モル％以上が好ましい。
【００９２】
　前記カチオン性有機ポリマー（Ｂ）は、アミノ基（ａｍ）を有するカチオン性単量体及
び／又はアミノ基（ａｍ）の塩を有するカチオン性単量体を含む単量体組成物を公知の重
合方法で重合することで得ることができるほか、高分子凝集剤及び染料固着剤として市場
からも入手することもできる。
　カチオン性単量体を含む単量体組成物を重合する公知の方法としては、有機溶剤及び／
又は水を用いた乳化重合法、懸濁重合法及び溶液重合する方法が挙げられ、なかでも水溶
液重合法の場合、モノマー濃度が通常１０～８０重量％となるような単量体組成物の水溶
液を不活性ガス雰囲気下で、公知の重合触媒｛たとえば過硫酸アンモニウム、過硫酸カリ
ウム等の過硫酸塩；ベンゾイルパーオキシド等の有機過酸化物；２，２′－アゾビス（ア
ミジノプロパン）ハイドロクロライド、アゾビスシアノバレリン酸等のアゾ系化合物；レ
ドックス触媒（Ｈ２Ｏ２及び過硫酸カリウム等の過酸化物と重亜硫酸ソーダ及び硫酸第一
鉄などの還元剤との組合せ）など｝を加えて２０～１００℃程度で数時間重合を行う方法
が挙げられる。
【００９３】
　前記単量体組成物が、カチオン性単量体としてアミノ基（ａｍ）を有するカチオン性単
量体を含む場合、カチオン性有機ポリマー（Ｂ）は、単量体組成物を重合して得られた重
合体の塩として、該重合体を更に前記のルイス酸又は前記ブレンステッド酸で中和して得
ることができる。
　ルイス酸又はブレンステッド酸による中和は、単量体組成物を前記の方法で重合して得
られた重合体と酸とを公知の方法で混合することで行うことができ、重合体と酸との混合
は重合体を含む水溶液中で行う方法が好ましい。
【００９４】
　前記カチオン性有機ポリマー（Ｂ）は、下記一般式（１）で表される構造単位を有する
ことが好ましい。
【００９５】
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【化１】

【００９６】
　一般式（１）中、Ｒ１及びＲ２は水素原子または炭素数１～４のアルキル基であり、メ
チル基、エチル基、プロピル基、ブチル基及びターシャリーブチル基等が挙げられ、吸収
性能等の観点から水素原子またはメチル基が好ましい。Ｒ３は水素原子またはメチル基で
あり、単量体組成物の重合性等の観点からメチル基が好ましい。
【００９７】
　Ｑは炭素数１～４のアルキレン基であり、メチレン基、エチレン基、１，２－プロピレ
ン基、１，３－プロピレン基及び１，４－ブチレン等が挙げられ、単量体組成物の重合性
等の観点からエチレン基が好ましい。
　Ｘは酸素原子またはイミノ基であり、好ましくは酸素原子である。
　Ｚ－はブレンステッド酸の共役塩基を表し、ブレンステッド酸としては、前記のブレン
ステッド酸と同じものが挙げられ、好ましいものも同じである。
【００９８】
　一般式（１）で表される構造単位は、前記のアミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）
アクリレート、アルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アク
リレート、ジアルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリ
レート、アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリルアミド、アルキル（炭素数１
～４）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリルアミド及びジアルキル（炭素数
１～４）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリルアミドからなる群から選ばれ
る少なくも１種のカチオン性単量体に由来する構成単位である。
【００９９】
　一般式（１）で表される構造単位を有するカチオン性有機ポリマー（Ｂ）は、前記のア
ミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリレート、アルキル（炭素数１～４）アミノ
アルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリレート、ジアルキル（炭素数１～４）アミノア
ルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリレート、アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ
）アクリルアミド、アルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）
アクリルアミド及びジアルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ
）アクリルアミドからなる群から選ばれる少なくも１種のカチオン性単量体を含む単量体
組成物を重合する方法、前記のアミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリレート、
アルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリレート、ジア
ルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリレート、アミノ
アルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリルアミド、アルキル（炭素数１～４）アミノア
ルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリルアミド及びジアルキル（炭素数１～４）アミノ
アルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリルアミドからなる群から選ばれる少なくも１種
のカチオン性単量体とブレンステッド酸との中和塩を含む単量体組成物を重合する方法又
は前記のアミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリレート、アルキル（炭素数１～
４）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリレート、ジアルキル（炭素数１～４
）アミノアルキル（炭素数１～４）（メタ）アクリレート、アミノアルキル（炭素数１～
４）（メタ）アクリルアミド、アルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～４
）（メタ）アクリルアミド及びジアルキル（炭素数１～４）アミノアルキル（炭素数１～
４）（メタ）アクリルアミドからなる群から選ばれる少なくも１種のカチオン性単量体を
含む単量体組成物を重合して得られた重合体を更にブレンステッド酸と中和する方法等で
得ることができる。
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【０１００】
　カチオン性有機ポリマー（Ｂ）は、数平均分子量が１万以上であることが好ましく、よ
り好ましくは２万～１０００万であり、さらに好ましくは３万～５００万であり、一層好
ましくは５万～９０万であり、もっとも好ましくは１０万～８０万である。数平均分子量
が１万より小さいと吸水性樹脂組成物の通液性及びゲルのブロッキング性が悪化し好まし
くない。カチオン性有機ポリマー（Ｂ）の数平均分子量は、例えば、多角度光散乱検出器
（昭光サイエンティフィック（株）製ＤＡＷＮ　ＨＥＬＥＯＳ　ＩＩ）を備えたゲルパー
ミエーションクロマトグラフィー（アジレント・テクノロジー（株）製、１２００シリー
ズ）（以下、ＧＰＣ－ＭＡＬＳと略記する）を使用し、溶剤として０．５Ｍ酢酸と０．２
Ｍ硝酸ナトリウムを含む水溶液を用い、サンプル濃度は０．２重量％とし、カラム固定相
にはポリマー系充填剤（昭光サイエンティフィック（株）製ＯＨｐａｋ　ＳＢ－８０６Ｍ
　ＨＱ）を用い、カラム温度は４０℃として測定される。この測定条件は例示として挙げ
るもので、これに限定されるものではない。
【０１０１】
　第二の本発明の吸水性樹脂は、架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ）とを
混合することで得ることができる。混合方法としては、円筒型混合機、スクリュー型混合
機、スクリュー型押出機、タービュライザー、ナウター型混合機、双腕型ニーダー、流動
式混合機、Ｖ型混合機、ミンチ混合機、リボン型混合機、流動式混合機、気流型混合機、
回転円盤型混合機、コニカルブレンダー及びロールミキサー等の公知の混合装置を用いて
均一混合する方法が挙げられる。
【０１０２】
　架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ）との混合は、架橋重合体（Ａ）の撹
拌下にカチオン性有機ポリマー（Ｂ）を加えることが好ましい。加えられるカチオン性有
機ポリマー（Ｂ）は、水及び／又は溶剤と同時に添加しても良い。カチオン性有機ポリマ
ー（Ｂ）を水及び／又は溶剤と同時に添加する場合、カチオン性有機ポリマー（Ｂ）を水
及び／若しくは溶剤に溶解した溶液又はカチオン性有機ポリマー（Ｂ）を水及び／若しく
は溶剤に分散した分散体を添加することができ、作業性等の観点から溶液を添加すること
が好ましく、水に溶解した溶液を添加することが更に好ましい。溶液又は分散体を添加す
る場合、噴霧又は滴下して添加することが好ましい。
【０１０３】
　カチオン性有機ポリマー（Ｂ）を水に溶解した水溶液を用いる場合、水溶液に含まれる
カチオン性有機ポリマー（Ｂ）の含有量は、水溶液の合計重量に対して５～７０％重量％
が好ましく、更に好ましくは１０～６０重量％である。
【０１０４】
　カチオン性有機ポリマー（Ｂ）を水に溶解した水溶液は、前記の単量体組成物を水中で
重合した後に得られる水溶液を用いても良く、カチオン性有機ポリマー（Ｂ）を、例えば
、インペラー式撹拌装置の付属した混合容器を用いて水に溶解する方法等の方法で水に溶
解して得られる水溶液を用いても良い。
　なお水溶液には、必要に応じて任意の安定化剤等の添加剤が含まれていても良い。安定
化剤としては、例えば、市販のキレート剤［ジエチレントリアミン（塩）、トリエチレン
テトラミン（塩）、エチレンジアミン四酢酸（塩）、クエン酸（塩）、酒石酸（塩）及び
リンゴ酸（塩）等］、市販の無機還元剤［亜硫酸（塩）、亜硫酸水素（塩）、亜リン酸（
塩）及び次亜リン酸（塩）等］、市販のｐＨ調整剤［リン酸（塩）、ホウ酸（塩）、アル
カリ金属（塩）及びアルカリ土類金属（塩）等］、市販の酸化防止剤［ビタミンＣ（アス
コルビン酸）、ビタミンＥ（トコフェロール）、ジブチルヒドロキシトルエン（ＢＨＴと
もいう）、ブチルヒドロキシアニソール（ＢＨＡともいう）、エリソルビン酸ナトリウム
、没食子酸プロピル及び亜硫酸ナトリウム等］が挙げられる。
【０１０５】
　架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ）を混合する際の温度は特に限定され
ないが、１０～１５０℃が好ましく、更に好ましくは２０～１００℃、特に好ましくは２
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５～８０℃である。
【０１０６】
　架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ）を混合した後、更に加熱処理を行っ
てもよい。加熱温度は、樹脂粒子の耐壊れ性の観点から好ましくは２５～１８０℃、更に
好ましくは３０～１７５℃、特に好ましくは３５～１７０℃である。１８０℃以下の加熱
であれば蒸気を利用した間接加熱が可能であり設備上有利である。また、加熱を行わない
場合、併用する水及び溶剤が吸水性樹脂中に過剰に残存することとなり、吸収性能が悪く
なる場合がある。吸水性樹脂中に残存する水、溶剤の量としては、吸水性樹脂１００重量
部あたり、１～１０重量部が好ましい。吸水性樹脂中に残存する水、溶剤の量は、ＪＩＳ
Ｋ００６７－１９９２（化学製品の減量及び残分試験法）に準拠し、加熱減量法により得
ることができる。
　架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ）との混合後に加熱する場合、加熱時
間は加熱温度により適宜設定することができるが、吸収性能の観点から、好ましくは５～
６０分、更に好ましくは１０～４０分である。架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマ
ー（Ｂ）とを混合して得られる吸水性樹脂を、最初に用いたカチオン性有機ポリマーと同
種又は異種のカチオン性有機ポリマーを用いて、更に表面処理することも可能である。
【０１０７】
　第二の本発明の吸水性樹脂組成物は、架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ
）との混合後に、篩別して粒度調整して用いても良い。粒度調整して得られた粒子の平均
粒経は、好ましくは１００～６００μｍ、更に好ましくは２００～５００μｍである。微
粒子の含有量は少ない方が好ましく、１００μｍ以下の粒子の含有量は３重量％以下であ
ることが好ましく、１５０μｍ以下の粒子の含有量が３重量％以下であることが更に好ま
しい。
【０１０８】
　第二の本発明の吸水性樹脂組成物において、カチオン性有機ポリマー（Ｂ）の含有量は
、吸水性樹脂組成物の用途に応じて調整することができるが、本発明の吸水性樹脂組成物
に含まれるカチオン性有機ポリマー（Ｂ）の含有率は、架橋重合体（Ａ）とカチオン性有
機ポリマー（Ｂ）との合計重量に基づいて、０．０１～５重量％であることが好ましく、
更に好ましくは０．１～３重量％である。この範囲にあると吸水性樹脂組成物の通液性及
びゲルの耐ブロッキング性が良好となり更に好ましい。
【０１０９】
　第二の本発明の吸水性樹脂組成物は、前記架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー
（Ｂ）とを含み、更に多価金属塩（ｅ）を含有しても良い。多価金属塩（ｅ）を含有する
ことで、吸水性樹脂組成物の耐ブロッキング性及び通液性が向上する。多価金属塩（ｅ）
としては、マグネシウム、カルシウム、ジルコニウム、アルミニウム及びチタニウムから
なる群から選ばれる少なくとも１種の金属と前記の無機酸又は有機酸との塩が挙げられる
。多価金属塩（ｅ）の好ましいものは第一の本発明と同様であり、使用量も同様である。
架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ）と多価金属塩（ｅ）とを混合する方法
も、カチオン性有機ポリマー（ｃ）を用いる第一の本発明と同様であり、多価金属塩（ｅ
）の混合方法や粒度調整も第一の本発明と同様である。
【０１１０】
　第二の本発明の吸水性樹脂組成物は、更に水不溶性無機粒子（ｆ）を含んでも良い。水
不溶性無機粒子（ｆ）を含むことで吸水性樹脂組成物に含まれる粒子の表面が水不溶性無
機粒子（ｆ）で表面処理されることにより、吸水性樹脂組成物の耐ブロッキング性及び通
液性が向上する。水不溶性無機粒子（ｆ）の好ましいもの、その使用量は、いずれも第一
の本発明と同様である。吸水性樹脂組成物と水不溶性無機粒子（ｆ）とを混合する方法や
粒度調整も第一の本発明と同様である。
【０１１１】
　第二の本発明の吸水性樹脂組成物は、必要に応じて、添加剤を含むこともでき、その例
示、含有量は、いずれも第一の本発明と同様である。
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【０１１２】
　第二の本発明の製造方法は、前記架橋重合体（Ａ）と、カチオン性有機ポリマー（Ｂ′
）の水溶液とを混合する工程を含む。カチオン性有機ポリマー（Ｂ′）としては、－ＮＨ

２基、－ＮＨ２基のモノアルキル（炭素数１～４）置換基及びジアルキル（炭素数１～４
）置換基からなる群から選ばれる少なくとも１種のアミノ基（ａｍ）の塩であるカチオン
性基を有するカチオン性有機ポリマー（Ｂ′）であって、前記アミノ基（ａｍ）を有する
カチオン性単量体及び／または前記アミノ基（ａｍ）の塩を有するカチオン性単量体を必
須成分とする単量体組成物を重合する工程を含む製造工程で製造してなり、前記単量体組
成物に含まれる前記カチオン性単量体の割合が単量体組成物に含まれる単量体の合計モル
数に基づいて５０モル％以上であるものを好ましく用いることができる。
【０１１３】
　前記カチオン性有機ポリマー（Ｂ′）は、カチオン性単量体が前記アミノ基（ａｍ）を
含む場合は、アミノ基（ａｍ）の塩とするために、カチオン性単量体を含む単量体組成物
を重合して得られた重合体を更にブレンステッド酸と中和する工程を含むことができ、こ
の工程で重合体の塩を得る。この中和工程は上述の工程と同じであってよい。前記カチオ
ン性有機ポリマー（Ｂ′）は、上述のカチオン性有機ポリマー（Ｂ）とおなじものであっ
てよく、好ましいものもおなじであってよい。
【０１１４】
　架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ′）の水溶液とを混合する工程は、架
橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ′）の水溶液とを前記の公知の混合装置を
用いて混合することで行うことができる。混合時の温度は、１０～１５０℃が好ましく、
更に好ましくは２０～１００℃、特に好ましくは２５～８０℃である。カチオン性有機ポ
リマー（Ｂ′）の水溶液とすることにより、吸水性樹脂組成物に含まれる揮発性有機物質
を低減することができ、また架橋重合体（Ａ）とカチオン性有機ポリマー（Ｂ′）とを均
一に混合でき、品質が安定する。
【０１１５】
　第二の本発明の製造方法で得られる吸水性樹脂組成物の見掛け密度（ｇ／ｍｌ）は、第
一の本発明の製造方法で得られる吸水性樹脂組成物と同様であり、好ましい範囲も同様で
ある。
【実施例】
【０１１６】
　以下、実施例及び比較例により本発明を更に説明するが、本発明はこれらに限定される
ものではない。以下、特に定めない限り、部は重量部、％は重量％を示す。なお、吸水性
樹脂の生理食塩水に対する保水量、荷重下吸収量、ゲル通液速度、吸湿ブロッキング率、
白色度及び臭気は以下の方法により測定した。
【０１１７】
＜保水量の測定方法＞
　目開き６３μｍ（ＪＩＳ　Ｚ８８０１－１：２００６）のナイロン網で作製したティー
バッグ（縦２０ｃｍ、横１０ｃｍ）に測定試料１．００ｇを入れ、生理食塩水（食塩濃度
０．９％）１，０００ｍｌ中に無撹拌下、１時間浸漬した後引き上げて、１５分間吊るし
て水切りした。その後、ティーバッグごと、遠心分離器にいれ、１５０Ｇで９０秒間遠心
脱水して余剰の生理食塩水を取り除き、ティーバッグを含めた重量（ｈ１）を測定し次式
から保水量を求めた。なお、使用した生理食塩水及び測定雰囲気の温度は２５℃±２℃で
あった。（ｈ２）は、測定試料の無い場合について上記と同様の操作により計測したティ
ーバッグの重量である。
保水量（ｇ／ｇ）＝（ｈ１）－（ｈ２）
【０１１８】
＜荷重下吸収量の測定方法＞
　目開き６３μｍ（ＪＩＳ　Ｚ８８０１－１：２００６）のナイロン網を底面に貼った円
筒型プラスチックチューブ（内径：２５ｍｍ、高さ：３４ｍｍ）内に、３０メッシュふる
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いと６０メッシュふるいを用いて２５０～５００μｍの範囲にふるい分けした測定試料０
．１６ｇを秤量し、円筒型プラスチックチューブを垂直にしてナイロン網上に測定試料が
ほぼ均一厚さになるように整えた後、この測定試料の上に分銅（重量：３００ｇ、外径：
２４．５ｍｍ、）を乗せた。この円筒型プラスチックチューブ全体の重量（Ｍ１）を計量
した後、生理食塩水（食塩濃度０．９％）６０ｍｌの入ったシャーレ（直径：１２ｃｍ）
の中に測定試料及び分銅の入った円筒型プラスチックチューブを垂直に立ててナイロン網
側を下面にして浸し、６０分静置した。６０分後に、円筒型プラスチックチューブをシャ
ーレから引き上げ、これを斜めに傾けて底部に付着した水を一箇所に集めて水滴として垂
らすことで余分な水を除去した後、測定試料及び分銅の入った円筒型プラスチックチュー
ブ全体の重量（Ｍ２）を計量し、次式から加圧下吸収量を求めた。
なお、使用した生理食塩水及び測定雰囲気の温度は２５℃±２℃であった。
荷重下吸収量（ｇ／ｇ）＝｛（Ｍ２）－（Ｍ１）｝／０．１６
【０１１９】
＜ゲル通液速度の測定方法＞
　図１及び図２で示される器具を用いて以下の操作により測定した。
　測定試料０．３２ｇを１５０ｍｌ生理食塩水１（食塩濃度０．９％）に３０分間浸漬し
て膨潤ゲル粒子２を調製した。そして、垂直に立てた円筒３｛直径（内径）２５．４ｍｍ
、長さ４０ｃｍ、底部から６０ｍｌの位置及び４０ｍｌの位置にそれぞれ目盛り線４及び
目盛り線５が設けてある。｝の底部に、金網６（目開き１０６μｍ、ＪＩＳ Ｚ８８０１
－１：２００６）と、開閉自在のコック７（通液部の内径５ｍｍ）とを有する濾過円筒管
内に、コック７を閉鎖した状態で、調製した膨潤ゲル粒子２を生理食塩水と共に移した後
、この膨潤ゲル粒子２の上に円形金網８（目開き１５０μｍ、直径２５ｍｍ）が金網面に
対して垂直に結合する加圧軸９（重さ２２ｇ、長さ４７ｃｍ）を金網と膨潤ゲル粒子とが
接触するように載せ、更に加圧軸９におもり１０（８８．５ｇ）を載せ、１分間静置した
。引き続き、コック７を開き、濾過円筒管内の液面が６０ｍｌ目盛り線４から４０ｍｌ目
盛り線５になるのに要する時間（Ｔ１；秒）を計測し、次式よりゲル通液速度（ｍｌ／ｍ
ｉｎ）を求めた。使用する生理食塩水及び測定雰囲気の温度は２５℃±２℃で行い、Ｔ２
は測定試料の無い場合について上記と同様の操作により計測した時間である。
ゲル通液速度（ｍｌ／ｍｉｎ）＝２０ｍｌ×６０／（Ｔ１－Ｔ２）
【０１２０】
＜吸湿ブロッキング率＞
　測定試料１０ｇを直径５ｃｍのアルミ製の皿に均一に入れ、４０℃、相対湿度８０％の
恒温恒湿槽中で３時間放置した。放置後の吸水性樹脂の重量を測定し、その後１２メッシ
ュの金網で軽く篩い、吸湿によりブロッキングして１２メッシュをパスしない吸水性樹脂
の質量を測定し、下式により吸湿ブロッキング率を求めた。
吸湿ブロッキング率＝（放置後の１２メッシュ網に残る吸水性樹脂の質量／放置後の吸水
性樹脂の質量）×１００
【０１２１】
＜白色度（ＷＢ値）の測定方法＞
　測定試料の初期着色（製造直後の着色）及び長期保存又は応用製品中での着色の進行し
やすさは、デジタル測色色差計（日本電色工業株式会社製ＮＤ－１００１ＤＰ型）を用い
て促進試験前後の白色度（ＷＢ値）を測定することにより評価した。白色度（ＷＢ）は、
その値が大きいほど、着色が抑制されていることを示す。なお、着色促進試験の手順は以
下の通りである。
　内径９０ｍｍのガラスシャーレに１０ｇの吸水性樹脂を入れ、表面が平坦になるように
均一に均した。これを６０±２℃、８０±２％Ｒ．Ｈ．の恒温恒湿機内に１４日間保存し
た。その後、恒温恒湿機内からシャーレを取り出して室温に戻した後、促進試験後の白色
度（ＷＢ値）を測定した。
【０１２２】
＜臭気試験方法＞



(24) JP WO2017/057709 A1 2017.4.6

10

20

30

40

50

　吸水性樹脂２０ｇをチャック付きポリ袋（１２０ｍｍ×８５ｍｍ）に入れ、これを密閉
下、４０℃の恒温槽中で１２時間放置した。その後、成人の被験者５名による臭気官能試
験を行い、以下の評点に基づき平均点を算出した。
０：不快な臭気なし
１：わずかに不快な臭気有り
２：不快な臭気有り
３：特に不快な臭気が強い
【０１２３】
＜製造例１＞
　アクリル酸（ａ１－１）｛三菱化学株式会社製、純度１００％｝２７０部、架橋剤（ｂ
－１）｛ペンタエリスリトールトリアリルエーテル、ダイソ－株式会社製｝０．９８部及
びイオン交換水７１２部を攪拌・混合しながら３℃に保った。この混合物中に窒素を流入
して溶存酸素量を１ｐｐｍ以下とした後、１％過酸化水素水溶液１．１部、２％アスコル
ビン酸水溶液２．０部及び２％の２，２’－アゾビスアミジノプロパンジハイドロクロラ
イド水溶液１３．５部を添加・混合して重合を開始させた。混合物の温度が８０℃に達し
た後、８０±２℃で約５時間熟成することにより含水ゲルを得た。
【０１２４】
　次にこの含水ゲルをミンチ機（ＲＯＹＡＬ社製１２ＶＲ－４００Ｋ）で細断しながら、
４９％水酸化ナトリウム水溶液２２０部を添加して混合・中和し、中和ゲルを得た。更に
中和した含水ゲルを通気型乾燥機（井上金属製）を用い、供給温度１５０℃、風速１．５
ｍ／秒の条件下で含水率が４％となるまで通気乾燥し、乾燥体を得た。乾燥体をジューサ
ーミキサー（Ｏｓｔｅｒ社製ＯＳＴＥＲＩＺＥＲ　ＢＬＥＮＤＥＲ）にて粉砕した後、ふ
るい分けして、目開き７１０～１５０μｍの粒子径範囲に調整して、架橋重合体を含む樹
脂粒子（Ａ－１）を得た。
【０１２５】
　ついで、得られた樹脂粒子（Ａ－１）１００部を高速攪拌（細川ミクロン製高速攪拌タ
ービュライザー：回転数２０００ｒｐｍ）しながら、これに表面架橋剤（ｄ）としてのエ
チレングリコールジグリシジルエーテル０．１２部、プロピレングリコール１．０部、水
不溶性無機微粒子（ｆ）としてのＫｌｅｂｏｓｏｌ３０ｃａｌ２５（ＡＺマテリアル社製
コロイダルシリカ）１．０部及びイオン交換水１．７部を混合した混合液と、多価金属塩
（ｅ）としての硫酸ナトリウムアルミニウム１２水和物０．６部、プロピレングリコール
０．６部及びイオン交換水１．５部を混合した混合液を同時に添加し、均一混合した後、
１３５℃で３０分加熱して、表面架橋された樹脂粒子（Ａ－２）を得た。
【０１２６】
＜製造例２＞
　製造例１と同様にして得られた樹脂粒子（Ａ－１）１００部を高速攪拌（細川ミクロン
製高速攪拌タービュライザー：回転数２０００ｒｐｍ）しながら、これに表面架橋剤（ｄ
）としてのエチレングリコールジグリシジルエーテル０．１２部、プロピレングリコール
１．４部、多価金属塩（ｅ）としての硫酸ナトリウムアルミニウム１２水和物１．２部及
びイオン交換水３．９部を混合した混合液を添加し、均一混合した後、１３５℃で３０分
加熱して、表面架橋された樹脂粒子（Ａ－３）を得た。
【０１２７】
＜製造例３＞
　製造例１と同様にして得られた樹脂粒子（Ａ－１）１００部を高速攪拌（細川ミクロン
製高速攪拌タービュライザー：回転数２０００ｒｐｍ）しながら、これに表面架橋剤（ｄ
）としてのエチレングリコールジグリシジルエーテル０．１２部、プロピレングリコール
２．４部及びイオン交換水３．１部を混合した混合液を添加し、均一混合した後、１３５
℃で３０分加熱して、表面架橋された樹脂粒子（Ａ－４）を得た。
【０１２８】
＜製造例４＞
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　特公昭５４－３７９８６号公報に記載の方法に準じ、カチオン性有機ポリマー（ｃ）の
油中分散体を製造した。すなわち、アミノエチルメタアクリレート・メタンスルホン酸塩
３００ｇをイオン交換水２００ｇに溶解し、単量体水溶液を調製した。別に２Ｌコルベン
にＩＰソルベント（出光興産株式会社製イソパラフィン）４３０ｇを入れ、ポリオキシエ
チレンソルビタンモノステアレート７０ｇを溶解し、攪拌を続けながら先に調製した単量
体水溶液を乳化分散させた。この乳濁液に窒素ガスを３０分通じ、水浴上で５０℃に保っ
て攪拌を行いつつアゾビスジメチルバレロニトリルの１０重量％アセトン溶液（触媒溶液
）３ｍＬを加えて重合を開始した。４時間の反応後、上記の触媒溶液３ｍＬを追加し、更
に２時間５０℃に保って攪拌したのち放冷し、カチオン性有機ポリマーの油中分散体（数
平均分子量４００万、固形分濃度３０％）を得た。この油中分散体を（ｃ－１）とする。
【０１２９】
＜製造例５＞
　製造例４において、アミノエチルメタアクリレート・メタンスルホン酸塩をアミノエチ
ルメタアクリレート・カンファースルホン酸塩に変更する以外は、製造例４と同様の操作
を行い、カチオン性有機ポリマーの油中分散体（数平均分子量５００万、固形分濃度３０
％）を得た。この油中分散体を（ｃ－２）とする。
【０１３０】
＜実施例１＞
　製造例１で得られた樹脂粒子（Ａ－２）１００部を高速攪拌（細川ミクロン製高速攪拌
タービュライザー：回転数２０００ｒｐｍ）しながら、ジメチルアミノエチルメタクリレ
ート塩化メチル４級塩重合体の油中分散体（ＭＴアクアポリマー株式会社製、数平均分子
量２００万、固形分濃度約３５％）２．５部を添加し、均一混合した。これに、更に水不
溶性無機微粒子（ｆ）としてのＡｅｒｏｓｉｌ２００（日本アエロジル株式会社製ヒュー
ムドシリカ）を０．４部添加し、レディゲミキサー（ＧｍｂＨ社製）を使用して５分間混
合した後、８０℃で３０分間加熱して、第一の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－１）を得
た。
【０１３１】
＜実施例２＞
　実施例１において、ジメチルアミノエチルメタクリレート塩化メチル４級塩重合体の油
中分散体の使用量を２．５部から１．２部に、更にＡｅｒｏｓｉｌ２００の使用量を０．
４部から０．２部に変更する以外は、実施例１と同様の操作を行い、第一の本発明の吸水
性樹脂組成物（Ｐ－２）を得た。
【０１３２】
＜実施例３＞
　実施例１において、ジメチルアミノエチルメタクリレート塩化メチル４級塩重合体の油
中分散体の使用量を２．５部から１．２部に変更し、更にＡｅｒｏｓｉｌ２００を使用し
ない以外は、実施例１と同様の操作を行い、第一の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－３）
を得た。
【０１３３】
＜実施例４＞
　実施例１において、樹脂粒子（Ａ－２）を樹脂粒子（Ａ－３）に変更する以外は、実施
例１と同様の操作を行い、第一の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－４）を得た。
【０１３４】
＜実施例５＞
　実施例１において、樹脂粒子（Ａ－２）を樹脂粒子（Ａ－４）に、更にＡｅｒｏｓｉｌ
２００の使用量を０．４部から０．３部に変更する以外は、実施例１と同様の操作を行い
、第一の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－５）を得た。
【０１３５】
＜実施例６＞
　粉末状のジメチルアミノエチルメタクリレート塩化メチル４級塩重合体（ＭＴアクアポ
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リマー株式会社製、数平均分子量１０００万）を乳鉢でよく磨り潰し、１００メッシュの
ふるいを使用して１５０μｍ以下の粒度にふるい分けしたもの３．０部を、製造例１で得
られた樹脂粒子（Ｂ－２）１００部に添加し、レディゲミキサー（ＧｍｂＨ社製）を使用
して５分間混合した。更に水不溶性無機微粒子（ｆ）としてのＡｅｒｏｓｉｌ２００（日
本アエロジル株式会社製ヒュームドシリカ）を０．４部添加し、レディゲミキサー（Ｇｍ
ｂＨ社製）を使用して５分間混合した後、８０℃で３０分間加熱して、第一の本発明の吸
水性樹脂組成物（Ｐ－６）を得た。
【０１３６】
＜実施例７＞
　実施例１において、ジメチルアミノエチルメタクリレート塩化メチル４級塩重合体の油
中分散体をアクリルアミド－ジメチルアミノエチルアクリレート塩化メチル４級塩共重合
体の油中分散体（ＭＴアクアポリマー株式会社製、数平均分子量１００万、固形分濃度約
３５％）に変更する以外は、実施例１と同様の操作を行い、第一の本発明の吸水性樹脂組
成物（Ｐ－７）を得た。
【０１３７】
＜実施例８＞
　実施例１において、ジメチルアミノエチルメタクリレート塩化メチル４級塩重合体の油
中分散体２．５部を実施例７で使用したアクリルアミド－ジメチルアミノエチルアクリレ
ート塩化メチル４級塩共重合体の油中分散体０．３部に、更にＡｅｒｏｓｉｌ２００の使
用量を０．４部から０．２部に変更する以外は、実施例１と同様の操作を行い、第一の本
発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－８）を得た。
【０１３８】
＜実施例９＞
　実施例１において、樹脂粒子（Ａ－２）を樹脂粒子（Ａ－４）に、ジメチルアミノエチ
ルメタクリレート塩化メチル４級塩重合体の油中分散体（ＭＴアクアポリマー株式会社製
、分子量２００万、固形分濃度約３５％）を実施例７で使用したアクリルアミド－ジメチ
ルアミノエチルアクリレート塩化メチル４級塩共重合体の油中分散体に、更にＡｅｒｏｓ
ｉｌ２００の使用量を０．４部から０．３部に変更する以外は、実施例１と同様の操作を
行い、第一の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－９）を得た。
【０１３９】
＜実施例１０＞
　実施例６において、粉末状のジメチルアミノエチルメタクリレート塩化メチル４級塩重
合体を粉末状のアクリルアミド－ジメチルアミノエチルアクリレート塩化メチル４級塩共
重合体（ＭＴアクアポリマー株式会社製、分子量３５０万）に変更する以外は、実施例６
と同様の操作を行い、第一の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－１０）を得た。
【０１４０】
＜実施例１１＞
　実施例１において、ジメチルアミノエチルメタクリレート塩化メチル４級塩重合体の油
中分散体２．５部を、製造例４で作成したアミノエチルメタアクリレート・メタンスルホ
ン酸塩重合体の油中分散体３．０部に変更する以外は、実施例１と同様の操作を行い。第
一の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－１１）を得た。
【０１４１】
＜実施例１２＞
　実施例１において、ジメチルアミノエチルメタクリレート塩化メチル４級塩重合体の油
中分散体２．５部を、製造例５で作成したアミノエチルメタアクリレート・カンファース
ルホン酸塩重合体の油中分散体３．０部に変更する以外は、実施例１と同様の操作を行い
。第一の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－１２）を得た。
【０１４２】
＜比較例１＞
　製造例１で得られた樹脂粒子（Ａ－２）をそのまま比較用の吸水性樹脂（Ｒ－１）とし
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【０１４３】
＜比較例２＞
　製造例１で得られた樹脂粒子（Ａ－２）１００部にＡｅｒｏｓｉｌ２００（日本アエロ
ジル株式会社製ヒュームドシリカ）を０．４部添加し、レディゲミキサー（ＧｍｂＨ社製
）を使用して５分間混合した後、８０℃で３０分間加熱して、比較用の吸水性樹脂（Ｒ－
２）を得た。
【０１４４】
＜比較例３＞
　実施例１において、ジメチルアミノエチルメタクリレート塩化メチル４級塩重合体の油
中分散体２．５部をポリジアリルジメチルアンモニウムクロリド水溶液（センカ株式会社
製、分子量９５万、固形分濃度１８％）４．５部に変更する以外は、実施例１と同様の操
作を行い、比較用の吸水性樹脂（Ｒ－３）を得た。
【０１４５】
　実施例１～１２の吸水性樹脂組成物（Ｐ－１）～（Ｐ－１２）及び比較例１～３の吸水
性樹脂（Ｒ－１）～（Ｒ－３）についての性能評価結果（保水量、荷重下吸収量、ゲル通
液性、吸湿ブロッキング率並びに白色度）を表１に示す。
【０１４６】
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【表１】

【０１４７】
　表１の結果から、第一の本発明の吸水性樹脂組成物は、カチオン性有機ポリマーを含有
しない比較例１及び２の吸水性樹脂に比べて、ゲル通液速度において飛躍的に向上してい
ることが分かる。また、低分子量のカチオン性有機ポリマーを含有する比較例３の吸水性
樹脂に比べ、ゲル通液速度の向上が見られ、かつ荷重下吸収量、吸湿ブロッキング率、白
色度においても著しく改善されていることがわかる。以上より、第一の本発明の吸水性樹
脂組成物は、ゲル通液速度とその他の性能を高い水準で満足していることがわかる。
【０１４８】
＜製造例６＞
　製造例１と同様にして表面架橋された樹脂粒子（Ａ－２）を得た。
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【０１４９】
＜製造例７＞
　アクリル酸１４５．４部を９．４部の水で希釈し、３０～２０℃に冷却しつつ２５％の
水酸化ナトリウム水溶液２４２．３部を加えて中和した。この溶液に、エチレングリコー
ルジグリシジルエーテル０．０９部、次亜リン酸ソーダ１水和物０．０１４６部及び過硫
酸カリウム０．０７２７部を添加・溶解し、２５℃でバイオミキサー（日本精機株式会社
製 ＡＢＭ－２型）にて２分間撹拌・分散してモノマー水溶液を得た。
【０１５０】
　次いで、撹拌機、還流冷却器、温度計及び窒素ガス導入管を備えた反応容器に、シクロ
ヘキサン６２４部を入れ、これに、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテルリン酸
エステル（第一工業製薬株式会社、商品名：プライサーフＡ２１０Ｇ）１．５６部を添加
・溶解した後、撹拌しつつ窒素置換し、７０℃まで昇温した。そして、７０℃に保ったま
ま、モノマー水溶液を６．６部／分で６分間滴下して７５℃で１５分間保持した後、残り
のモノマー水溶液を６．６部／分で５４分間に亘って滴下した。その後、７５℃で３０分
間熟成した後、水をシクロヘキサンとの共沸によって樹脂の含水率が約２０％（赤外水分
計：ＦＤ－１００型、Ｋｅｔｔ社製、１８０℃、２０分で測定）となるまで除去した。３
０℃に冷却し撹拌を停止すると、含水した吸収性樹脂粒子が沈降したので、デカンテーシ
ョンにより、吸収性樹脂粒子とシクロヘキサン層とを分離した後、濾別して、８０℃で減
圧乾燥し、乾燥体粒子を得た。この乾燥体粒子１００部を高速攪拌（細川ミクロン製高速
攪拌タービュライザー：回転数２０００ｒｐｍ）しながら、これに表面架橋剤（ｄ）とし
てのエチレングリコールジグリシジルエーテル０．０６部、メタノール０．４２部及びイ
オン交換水０．１８部を混合した混合液を添加し、均一混合した後、１３５℃で３０分加
熱して、表面架橋された樹脂粒子（Ａ－６）を得た。
【０１５１】
＜製造例８＞
　５００ｍＬセパラブルフラスコに、ジメチルアミノエチルメタアクリレート・硫酸塩５
０部、イオン交換水１５０部、次亜リン酸ナトリウム一水和物０．０３部を加えよく攪拌
した。この混合物中に窒素を流入して反応系内を窒素置換しながら開始剤として２％の２
，２’－アゾビスアミジノプロパンジハイドロクロライド水溶液１．５部を添加した後、
７５℃で５時間反応させ、カチオン性有機ポリマー（Ｂ－１）を含む水溶液（固形分濃度
２５％）を得た。水溶液に含まれるカチオン性有機ポリマー（Ｂ－１）の数平均分子量は
４０万であった。
【０１５２】
＜製造例９＞
　製造例８において、次亜リン酸ナトリウム一水和物の使用量を０．０３部から０．４部
に変更する以外は、製造例８と同様の操作を行い、カチオン性有機ポリマー（Ｂ－２）を
含む水溶液（固形分濃度２５％）を得た。水溶液に含まれるカチオン性有機ポリマー（Ｂ
－２）の数平均分子量は１．５万であった。
【０１５３】
＜製造例１０＞
　製造例８において、ジメチルアミノエチルメタアクリレート・硫酸塩をアミノエチルメ
タアクリレート・メタンスルホン酸塩に変更する以外は、製造例８と同様の操作を行い、
カチオン性有機ポリマー（Ｂ－３）を含む水溶液（固形分濃度２５％）を得た。水溶液に
含まれるカチオン性有機ポリマー（Ｂ－３）の数平均分子量は５０万であった。
【０１５４】
＜製造例１１＞
　製造例８において、ジメチルアミノエチルメタアクリレート硫酸塩をアミノエチルメタ
アクリレート・メタンスルホン酸塩に、更に次亜リン酸ナトリウム一水和物の使用量を０
．０３部から０．４部にする以外は、製造例８と同様の操作を行い、カチオン性有機ポリ
マー（Ｂ－４）を含む水溶液（固形分濃度２５％）を得た。水溶液に含まれるカチオン性
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有機ポリマー（Ｂ－４）の数平均分子量は２．４万であった。
【０１５５】
＜実施例１３＞
　製造例６で得られた樹脂粒子（Ａ－２）１００部を高速攪拌（細川ミクロン製高速攪拌
タービュライザー：回転数２０００ｒｐｍ）しながら、製造例８で作製したカチオン性有
機ポリマー（Ｂ－１）の水溶液４．０部を添加し、均一に混合した。これに、更に水不溶
性無機微粒子（ｆ）としてのＡｅｒｏｓｉｌ２００（日本アエロジル株式会社製ヒューム
ドシリカ）を０．４部添加し、レディゲミキサー（ＧｍｂＨ社製）を使用して５分間混合
した後、８０℃で３０分間加熱して、第二の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－１３）を得
た。
【０１５６】
＜実施例１４＞
　実施例１３において、カチオン性有機ポリマー（Ｂ－１）の水溶液の使用量を４．０部
から２．０部に、更にＡｅｒｏｓｉｌ２００の使用量を０．４部から０．２部に変更する
以外は、実施例１３と同様の操作を行い、第二の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－１４）
を得た。
【０１５７】
＜実施例１５＞
　実施例１３において、カチオン性有機ポリマー（Ｂ－１）の水溶液の使用量を４．０部
から１２部に変更する以外は、実施例１３と同様の操作を行い、第二の本発明の吸水性樹
脂組成物（Ｐ－１５）を得た。
【０１５８】
＜実施例１６＞
　実施例１３において、カチオン性有機ポリマー（Ｂ－１）の水溶液の使用量を４．０部
から０．４部に、更にＡｅｒｏｓｉｌ２００を使用しないこと以外は、実施例１３と同様
の操作を行い、第二の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－１６）を得た。
【０１５９】
＜実施例１７＞
　実施例１３において、カチオン性有機ポリマー（Ｂ－１）の水溶液４．０部を製造例９
で作製したカチオン性有機ポリマー（Ｂ－２）の水溶液４．０部に変更する以外は、実施
例１３と同様の操作を行い、第二の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－１７）を得た。
【０１６０】
＜実施例１８＞
　実施例１３において、カチオン性有機ポリマー（Ｂ－１）の水溶液４．０部を製造例１
０で作製したカチオン性有機ポリマー（Ｂ－３）の水溶液４．０部に変更する以外は、実
施例１３と同様の操作を行い。第二の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－１８）を得た。
【０１６１】
＜実施例１９＞
　実施例１３において、カチオン性有機ポリマー（Ｂ－１）の水溶液４．０部を製造例１
０で作製したカチオン性有機ポリマー（Ｂ－３）の水溶液２．０部に変更し、Ａｅｒｏｓ
ｉｌ２００の使用量を０．４部から０．２部に変更する以外は、実施例１３と同様の操作
を行い、第二の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－１９）を得た。
【０１６２】
＜実施例２０＞
　実施例１３において、カチオン性有機ポリマー（Ｂ－１）の水溶液４．０部を製造例１
１で作製したカチオン性有機ポリマー（Ｂ－４）の水溶液４．０部に変更する以外は、実
施例１３と同様の操作を行い、第二の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－２０）を得た。
【０１６３】
＜実施例２１＞
　製造例７で得られた樹脂粒子（Ａ－６）１００部を高速攪拌（細川ミクロン製高速攪拌
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機ポリマー（Ｂ－１）の水溶液１．２部を添加し、均一に混合した。この後、８０℃で３
０分間加熱して、第二の本発明の吸水性樹脂組成物（Ｐ－２１）を得た。
【０１６４】
＜比較例４＞
　製造例６で得られた樹脂粒子（Ａ－２）をそのまま比較用の吸水性樹脂（Ｒ－４）とし
た。
【０１６５】
＜比較例５＞
　製造例６で得られた樹脂粒子（Ａ－２）１００部にＡｅｒｏｓｉｌ２００（日本アエロ
ジル株式会社製ヒュームドシリカ）を０．４部添加し、レディゲミキサー（ＧｍｂＨ社製
）を使用して５分間混合した後、８０℃で３０分間加熱して、比較用の吸水性樹脂（Ｒ－
５）を得た。
【０１６６】
＜比較例６＞
　実施例１３において、ジメチルアミノエチルメタクリレート・硫酸塩重合体の水溶液４
．０部を、ポリジアリルジメチルアンモニウムクロリド水溶液（商品名：ユニセンスＦＰ
Ａ１００２Ｌ、センカ株式会社製、分子量９５万、固形分濃度１８％）４．５部に変更す
る以外は、実施例１３と同様の操作を行い、比較用の吸水性樹脂（Ｒ－６）を得た。
【０１６７】
＜比較例７＞
　実施例１４において、ジメチルアミノエチルメタクリレート硫酸塩重合体の水溶液２．
０部を、ジメチルアミノエチルメタクリレート・ジメチル硫酸４級塩（商品名：ユニセン
スＦＰＶ１０００Ｌ、センカ株式会社製、分子量４０万、固形分濃度２０％）２．５部に
変更する以外は、実施例１４と同様の操作を行い、比較用の吸水性樹脂（Ｒ－７）を得た
。
【０１６８】
　実施例１３～２１の吸水性樹脂組成物（Ｐ－１３）～（Ｐ－２１）及び比較例４～７の
吸水性樹脂（Ｒ－４）～（Ｒ－７）についての性能評価結果（保水量、荷重下吸収量、ゲ
ル通液性、吸湿ブロッキング率、白色度並びに臭気）を表２に示す。
【０１６９】
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【表２】

【０１７０】
　表２の結果から、第二の本発明の吸水性樹脂組成物は、カチオン性有機ポリマーを含有
しない比較例４及び５の吸水性樹脂に比べて、ゲル通液速度において飛躍的に向上してい
ることから、膨潤したゲル間の通液性に優れていることが分かる。また、比較用のカチオ
ン性有機ポリマーを含有する比較例６及び７の吸水性樹脂に比べ、ゲル通液速度が優れる
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だけでなく、荷重下吸収量、吸湿ブロッキング率、白色度及び臭気においても改善されて
いることがわかる。以上より、第二の本発明の吸水性樹脂組成物は、ゲル通液速度とその
他の性能を高い水準で満足していることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【０１７１】
　第一の本発明の吸水性樹脂組成物は、膨潤したゲル間の通液性及び荷重下での吸収性能
の両立が可能であり、かつ保管時のブロッキングや変色が起こりにくいという特長がある
。第二の本発明の吸水性樹脂組成物は、膨潤したゲル間の通液性に優れ、かつ保管時のブ
ロッキングや変色、臭気が発生しないという特長がある。以上の効果を奏することから、
本発明の吸水性樹脂組成物は、各種の吸収体に適用することにより、吸収量が多く、逆戻
り性や表面ドライ感に優れた吸収性物品に利用でき、紙おむつ（子供用紙おむつ及び大人
用紙おむつ等）、ナプキン（生理用ナプキン等）、紙タオル、パッド（失禁者用パッド及
び手術用アンダーパッド等）及びペットシート（ペット尿吸収シート）等の衛生用品に好
適に用いられ、特に紙おむつに最適である。
【符号の説明】
【０１７２】
１　生理食塩水
２　含水ゲル粒子
３　円筒
４　底部から６０ｍｌの位置の目盛り線
５　底部から４０ｍｌの位置の目盛り線
６　金網
７　コック
８　円形金網
９　加圧軸
１０　おもり
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【国際調査報告】
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